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CLグループは、全社員の成長と 
物心両面の幸福を追求し、健全な事業活動を通じて、 

社会の進歩発展に貢献し続けます。
私たちＣＬグループにとって、一番の財産は人です。
事業とは人であり、グループの成長も人が支えてきました。
多くの人財を輩出し続けることが、
価値ある事業や会社の創造につながり、
結果として、より良い社会の実現へとつながっていく。
すべては人づくりから。それが理念の起点になっています。

だからこそ、追求するのは「全社員の成長と物心両面の幸福」。
全社員が日々の仕事を通じて人間性と能力を高め、
物＝経済的な安定や豊かさ
心＝生きがい・やりがいといった人間としての心の豊かさ
その両面を満たすことができてこそ、
お客さまに喜ばれる商品やサービスを提供することができる。
健全な事業活動に邁進することができる。

そしてその先にこそ、イノベーションの創出や社会課題の解決があり、
関わる全ての人たちの日常を少しでも幸せにし、
笑顔や楽しさを増やし続けていけると、私たちは信じています。

いくつもの強みを集結し、ひとつの強い集団へ。
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1997年、一気に従業員50人。1997年、一気に従業員50人。

売上高が売上高が30億円30億円を超えてを超えて

びっくり ！ 仕事も広がったね。びっくり ！ 仕事も広がったね。

2001年、JASDAQに上場した！2001年、JASDAQに上場した！
上場企業になるなんて、夢みたいだった。上場企業になるなんて、夢みたいだった。

「才能がなくても、思いが強かったり、 「才能がなくても、思いが強かったり、 
人より働けば、ここまで来るんだ」と思った。人より働けば、ここまで来るんだ」と思った。

創業から13年間 
ずっと増収増益！

2008年から 2008年から 

海外挑戦。海外挑戦。

ＣＬホールディングスの歩んできた道のりを ＣＬホールディングスの歩んできた道のりを 

当時の記録とともに辿っていきます。当時の記録とともに辿っていきます。

2019年、 2019年、 

連結売上高連結売上高

150億円150億円達成！達成！

2020年、TOBにより 2020年、TOBにより 
株式会社CDGを 株式会社CDGを 
持分法適用関連会社化持分法適用関連会社化

202015年、 15年、 
東証一部上場！東証一部上場！

1986年、原宿のマンションを3人で借りて創業、
1988年に株式会社レッグスを設立した。
建物も古くて、風呂も狭かった。特に人もうらやむような
才能がある訳じゃなかったけど、元気だけはあった。

2021年、テーマカフェ事業の 2021年、テーマカフェ事業の 
さらなる拡大を目指し、株式会社 さらなる拡大を目指し、株式会社 
エルティーアールを設立エルティーアールを設立

2023年、 2023年、 
連結売上収益連結売上収益350億円350億円達成！達成！

ココでV字回復
売上高

上場後、3年連続　減収 減益。この苦しい時期に“市場”“商材” 
“マネジメント”の　“3つのチェンジ”をスローガンに全社一丸で 
会社の変革に成功。
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1988 1990 1995 2000 2005

何の技術もないが、 
“やります・できます・がんばります” 
の精神で仕事を掴んでいく

19861986
ISO9001（品質ISO）を取得

中国上海に睿恪斯（上海） 
貿易有限公司を設立

2008.12008.1

2008.102008.10
TOBにより株式会社CDGを 
持分法適用関連会社化

20202020

株式会社トランジットジェネラル
オフィスと合弁会社である 
株式会社エルティーアールを設立

20212021

・�IFRSの適用に伴い、株式会社
CDGを連結子会社化

・�株式会社レッグスが株式会社
ＣＬホールディングスに商号
変更し、持株会社体制スタート

東証プライム市場へ移行

2022.12022.1

2022.42022.4

株式会社エム・アンド・アイの
株式を取得し子会社化

20092009

中国上海に 
睿恪斯（上海）広告有限公司を
設立

20112011

中国深圳に 
睿恪斯（深圳）貿易
有限公司を設立

20122012
東証二部上場
2015.22015.2

東証一部上場
2015.62015.6

レッグス創業の地、コーポオンデン 
201号室（8畳＋6畳／家賃16万8千円）

商品の企画・開発、 製造、販売を目的 
として東京都渋谷区神宮前三丁目に 
株式会社レッグスを設立

19881988
グリーンビル3F（100坪） 
1996年〜1998年／ 
従業員50名／ 売上高30億円

19961996
マーケティング企画、デザインを行う 
子会社として、東京都渋谷区神宮前 
二丁目に株式会社エスアイピーを設立
エスアイピー創業の地、中村SN2 

（二階建て一軒家／家賃50万円） 
3人でエスアイピーがスタート

19911991 20012001
ISO14001（環境ISO）を取得

店頭マーケット支援ビジネスを行う 
株式会社メディアフラッグに資本参加

プライバシーマークを取得

20042004

20052005

20062006

泥沼の3年間
JASDAQに上場
上場までに気づいた5つの大事なこと

①思いがすべて 
②人より働く 
③パターンを創る 

④考え方を大切にする 
⑤計数が大事

株式会社デザインココと合弁会社
である株式会社エルココを設立

2022.82022.8
TOBおよび株式交換により
株式会社CDGを 
完全子会社化

2024.122024.12

東証スタンダード市場へ移行
2023.102023.10

2022年、	  2022年、	  
持株会社体制移行持株会社体制移行

2024年、	  2024年、	  
株式会社 CDG を完全子会社化し、株式会社 CDG を完全子会社化し、
グループシナジーを高めて、収益力のグループシナジーを高めて、収益力の
さらなる強化へさらなる強化へ

成長の軌跡

1,000億円 
への挑戦！Journey of CL Holdings Journey of CL Holdings 

商品の一部に強度不足が判明。すべてを
自主回収し特別損失を計上。属人的オペ
レーションから仕組みづくりへ転換のきっ
かけに。その一環としてISO9001（品質
ISO）を取得した。
※ �Intellectual Propertyの略で、 

知的財産のこと

トラブルの歴史❶　
発生年：2006年　
IP※コンテンツコラボレーション
商品トラブル

テーマカフェ事業立ち上げ初期段階において、
物販品の在庫切れや過剰在庫といった課題が
発生。予約システムを導入し、オペレーション
改善を継続的に行った結果、徐々に適正在庫
水準に収束し、売上の増加と利益率の改善
につながった。

トラブルの歴史❷　
発生年：2016年～2017年
テーマカフェ在庫トラブル
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（百万円）
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PR市場

事業領域・事業種別の紹介
当社グループは、「マーケティング事業領域」、「ロケーションベースドエンターテインメント事業領域」 、「マーチャン
ダイジング事業領域」の3つの事業領域と7つの事業を定め、市場にアプローチし、IPコンテンツを活用した様々な
商品・サービスを国内外において展開中です。

At a Glance

広告市場※1

合計約7.3兆円 
／2023年

海外へ

エンタメコンテンツ市場
キャラクターを活用したライセンスビジネス市場、

商品化市場、その他版権市場※4

合計約2.7兆円／2023年

物販市場

エンタメMD市場
≒キャラクタービジネス商品化権市場※5

合計約1.3兆円／2022年

エクス・ 
テインメント※2

市場

※1：株式会社電通「2023年 日本の広告費」を引用
※2：エクスペリエンスとエンターテインメントを掛け合わせた造語で、「エンタメ顧客体験価値」のこと。
※3：一定の前提のもと、自社調べにより算出。 
※4：株式会社矢野経済研究所「キャラクタービジネス年鑑 2024年版」を引用。
※5：株式会社矢野経済研究所「キャラクタービジネス年鑑 2023年版」を引用。

CLグループが狙う市場

事業領域別の売上収益の推移 売上収益構成比

私たちを取り巻く市場は、広告市場、物販市場、エンタメコンテンツ市場などがありますが、「マーケティング支援市場」（販促市場）と、IPコン
テンツのグッズ市場である「エンタメMD市場」の2つの市場と、その2つが重なる領域を「エクス・テインメント市場」とし、グループが狙う市
場と定めています。
　「エクス・テインメント市場」は、生活者（消費者）の体験価値が最も高い領域であり、最も競合が少なく、当社グループの強みが発揮できる
領域です。中期的にここを攻めることに、より注力します。

2024年度の売上収益は、特にエンタメ顧客向けOEMが好調に推移したことにより、「マーチャンダイジング事業領域」が拡大しました。
　各事業領域において、受託型から見込み型、スポット型からストック型のサービスへの構造転換や事業ポートフォリオの最適化を図っており、中
期的にすべての事業領域が拡大していく予想です。
※6：特定の物理的な場所で提供されるインタラクティブで没入感のあるエンターテインメント体験のこと。

 P.14

2023年
12月期

マーケティング マーケティング 
事業領域事業領域

61.861.8%%

マーケティング マーケティング 
事業領域事業領域

50.950.9%%

ロケーションベースド ロケーションベースド 
エンターテインメント エンターテインメント 
事業領域事業領域

21.621.6%%

ロケーションベースド ロケーションベースド 
エンターテインメント エンターテインメント 
事業領域事業領域

21.021.0%%

マーチャンダイジング マーチャンダイジング 
事業領域事業領域

16.616.6%%

マーチャンダイジング マーチャンダイジング 
事業領域事業領域

28.128.1%%

事業領域・事業種別 事業概要 主なサービス

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
事
業
領
域

プロモーション事業

B2Bで、主にメーカーや外食クライア
ントから、景品の制作や景品を使用し
た販促・集客キャンペーン等を受託す
る事業

プロモーションサービス
メーカー・外食等のクライアン
トを中心に販促支援を行う受
託形式のサービス

流通エンタメ事業

B2B・B2B2Cで、主に流通クライア
ントから、景品を使用した販促・集客
キャンペーン等を受託したり、商品を
企画し、物販サービスを提供する事業

PMDサービス 
見込み型（物販）+受託型（販
促）を同時に提供するサービス

マーケティングBPO事業

B2Bで、クライアントの業務（マーケティ
ング業務や調達・品管業務等）を継続
的に受託する事業

BPOサービス
クライアントのサプライチェー
ンに入り込み、継続的に業務
を請け負う形式のサービス

ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ベ
ー
ス
ド

エ
ン
タ
ー
テ
イ
ン
メ
ン
ト
事
業
領
域

フードエンターテインメント事業

B2Cで、主にテーマカフェ等において、
生活者（消費者）に対して、飲食サービ
スや物販サービスを提供する事業

テーマカフェサービス
見込み型（飲食+物販）を提供
する形式のサービス

催事事業

B2Cで、主に商業施設等において、生
活者（消費者）に対して、催事サービス
や物販サービスを提供する事業

催事物販サービス
見込み型（催事+物販）を提供
する形式のサービス

マ
ー
チ
ャ
ン
ダ
イ
ジ
ン
グ
事
業
領
域

ODM・OEM事業

B2Bで、委託者のブランドで、景品・
商品の企画･製造を受託したり、主に
流通クライアントに対して、商品を企画
し、流通を限定した物販サービスを提
供する事業

ODM・OEMサービス
メーカークライアントの商品の
企画・デザインから製造までを
請け負う受託型のサービス

MD事業

B2B・B2B2Cで、主に流通やアミュー
ズメントクライアントに対して、商品を企
画し、物販サービスを提供する事業

限定流通サービス
流通を限定して商品を販売し
たり、オリジナルサービスを展
開する見込み型・受託型の
サービス

マーケティング支援市場
≒企業の販促支援市場※3

合計約5,000億円／2023年

2024年
12月期

マーケティング 
事業領域

ロケーションベースド 
エンターテインメント※6 

事業領域
マーチャンダイジング 

事業領域
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基本理念を維持しながら、ビジョンを掲げて変化に挑み、�
世代を超えて進化し続ける企業を目指します。

テーマカフェブランドの多角化や、新サービスの展開が着実に進行
当社グループを取り巻く環境は、大きく変化しています。消
費行動の変化と消費嗜好の多様化に伴い、広範囲の消費者
を画一的にターゲットとする「マス・マーケティング」が限界
を迎えつつある一方で、生活者（消費者）が買い物自体に楽
しさという体験価値を求める「楽しい買い物」への需要は拡
大しています。「楽しい買い物」を生活者に提供するための
接点を商業化する取り組みの先には、潜在的な大きな市場が
広がっていると考えています。当社グループの強みである「買
い物のエンタメ化」を通じて、生活者にコト消費・体験価値を
継続して提供し続けなければならないと感じています。
　そのような中、2024年度は、フードエンターテインメント事
業において、ミュージアムと併設した長期常設型テーマカフェ
や、新業態であるベーカリーテイクアウト専門店のオープン等、
テーマカフェブランドの多角化が進みました。また、日本で
培ったノウハウを活用して、テーマカフェや催事事業の海外へ
の横展開も進行し、国内外において生活者接点としてのプラッ
トフォームを拡大することができました。ほかにも、自社くじ
サービス『エニマイくじ』の展開が始まるなど、商品・サービ
スの拡大も進行しました。『エニマイくじ』は、販売開始後わ
ずか1週間で売り切れとなるほどの大きな反響をいただき、た
しかな手ごたえを感じているところです。
　社内におけるIT･デジタルを活用した開発も、少しずつ進ん
でいる感触があります。『ＩＰ ＣＯＮＮＥＣＴ』※や『ＳＰＴａｇ』※

などのオリジナルのデジタルプロモーションサービスの展開が
スタートしました。また、『ＩＰＤＢ』と呼ぶデータベースを社内
に構築し、そのデータの蓄積・活用によって、IP（知的財産権）
コンテンツと生活者に関するデータに基づいたキャンペーンの

実施が進んでいます。まだテスト段階ですが、今後、クライア
ントに対して､より販促・集客効果の高いプロモーションサー
ビスを提供することができそうです。
　一方、業績面では前期はかなり苦戦した1年となりました。
特に、新規事業に挑戦したものの、収益性に大きな問題があ
り、投資の検討から実行までのプロセス管理や事業における
収益管理などの、リスクマネジメントや管理体制がかなり甘かっ
たと痛感しています。収益性の低い新規事業は、前期のうち
に事業計画に大幅な見直しをかけ、収益性を重視した事業運
営に切り替えました。また、各種サービスを、受託型から見込
み型へ、スポット型からストック型へと転換させるなど、各事
業領域において構造転換や事業ポートフォリオの最適化を図っ
ており、収益力の強化に向けた改善に取り組んでいます。新
規事業については今後も継続的に挑戦していきますが、同じ
失敗を繰り返さぬよう、まずはスモールスタートし、仮説・検
証サイクルをしっかり回すとともに、ヒト・情報・仕組みの運
営体制を整える等、基本に立ち返り、プロセス管理および収
益管理を徹底しながら進めていきます。
※�ＩＰ ＣＯＮＮＥＣＴ：ＩＰコンテンツを活用したキャンペーン効果の向上を目的としたフル
ファネル型ソリューション
※�ＳＰＴａｇ：スマートフォンを活用して、その「場所」でしか得られない体験をユーザー
へ提供する販促ソリューション

代表取締役社長

社長メッセージ
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社長メッセージ

ＣＤＧの完全子会社化により、「個社最適」から「グループ最適」へ
グループ内の連結子会社の1つである株式会社ＣＤＧの創業
者で前会長の藤井氏とは、盛和塾※でともに学んだ仲です。
ＣＤＧとは、企業カルチャーも非常に近く、ともに祖業がマー
ケティング事業であることから、両社の企業価値の向上を目
的として2019年に資本業務提携を締結しました。そこから、
2020年に持分法適用関連会社化、2022年には国際会計基
準（ＩＦＲＳ）の適用に伴う連結子会社化と、段階を踏みつつ、
シナジー創出への取り組みを進めてきました。ですが、ＣＤＧ
はれっきとした上場企業で、ある程度の独立性を担保する必
要があるなど目に見えない制約があり、シナジー創出は限定
的なものとなっていました。ただ、まさにグループ一丸となっ

て収益力の強化に取り組まねばならない状況であり、シナジー
をもう一段加速・拡大させるために、2024年に公開買付け
および株式交換によりＣＤＧを完全子会社化したわけです。こ
れを機に、グループ内の経営資源の活用に制約がなくなり、
機能の統一化・共有化や、機動的な適材適所の人財配置が可
能となります。完全子会社化によって、グループが本格的に
1つのチームとなれる状況となり、「個社最適」から「グルー
プ最適」へ、グループシナジーの最大化に向けた取り組みを
加速させていきます。
※盛和塾：京セラ株式会社を創業した稲盛和夫氏が経営者に経営哲学を伝えた私塾

グループシナジーの最大化に向けた中期戦略の実行
その上で、2025年度の中期戦略を「グループシナジーを高
めて、収益力をさらに強化する。」と定めました。そして、実
現に向けて3つの重点ポイントに対する取り組みを推進してい
きます。1つ目は、領域運営によるグループシナジーの強化で
す。領域運営の本格化により、グループシナジーを創出して
いきます。2つ目は事業ポートフォリオの最適化と業務の最適
化です。事業・商品・サービスの選択と集中、業務の共通化・
デジタル化を進め、収益性と生産性を向上させます。3つ目

は投資の最適化です。新規事業・海外・M&A・人的資本に
対して、適正なバランスで適正な収益性を確保しながら継続
投資していきます。
　重点ポイントで定めたように、事業会社毎のオペレーション
から事業領域を起点としたオペレーションへ切り替えることに
より、個社を超えて事業と機能を掛け合わせ、さらなるシナ
ジーの創出を目指していきます。

事業を通じた社会課題の解決に向けて、マテリアリティを再設定
2024年度、私が委員長を務めるＣＬホールディングスサステ
ナビリティ委員会では、これまで個社で取り組んできたサステ
ナビリティを、グループの事業戦略と一体化させて推進するた
め、事業・機能・人財・会社を軸にＣＬグループとして再設定
しました。
　SDGsに関しては、慈善団体への寄付をはじめ、廃棄ロス
の削減や省エネルギー化などの代表的な活動に加えて、私は、
本業である事業を通じて、収益を上げながらSDGsの課題を
解決したいと思っています。当社グループでは、営業出身の

高橋執行役員をサステナビリティ推進の専担者とし、 女性の
視点からマテリアリティに対する各種取り組みを検証・推進し
ています。1つ例を挙げるとすれば、プロモーション事業を通
じて、人気キャラクター等のIPコンテンツを活用して、SDGs
を啓蒙する活動を実施しました。こういった取り組みを推進し
ていく中で、当社グループのサステナビリティの推進が1つの
武器となり、事業と掛け合わせることで、グループの成長や収
益力強化につながっていかねばならないと考えています。

ＣＬフィロソフィとマネジメントマニュアルを両輪に、長期方針の実現を目指す
当社グループは、長期方針として「人財育成と経営人財の創
出」を掲げています。持続的な成長の実現には、ビジネスモ
デルだけでなく、人間力や経営システムが重要です。理念型
経営をベースとし、人財を競争力の源泉と捉え、人財の成長・
経営人財の育成に対して積極的に投資を行っています。
　若手中堅社員を対象とした『ジュニアボード制度』やリー
ダー層を対象にした『リーダーマネジメント教育』等、各種制
度や研修を実施しています。また、当社グループの存在意義
である「経営理念」や行動指針である『ＣＬフィロソフィ』の
学習会を定期的に実施しており、グループ共通の考え方とし
てしっかりと理解してもらい、全社員のベクトルをできるだけ
合わせようとしています。スキルももちろん大切ですが、ベー
スとなる人間力を高めることが何よりも重要だと考えているか
らです。ともに夢を持って働いてもらうには、「ＣＬグループ
が好きだ」という想いを持ち、仕事を通じて人間性を高めた
いという志が大切です。そうした人財の育成や採用も、妥協
せずに行っています。
　サクセッションプラン（後継者育成計画）も重要な経営課題
です。優秀というだけでなく、高い人間力を持ち合わせた人
が必要だと考えており、稲盛和夫さんのご経験を参考に定めた

5つの後継者の条件、すなわち①判断や決断の基準を心にしっ
かり持っている人、②企業に対する無限の責任を持てる人、③
無私の心で自らのすべてを会社に注入できる人、④全社員の
成長と物心両面の幸福の追求のために誰よりも努力する人、
⑤社員を愛し、社員から尊敬される人、を基準とし、グループ
の成長や計画に必要なスキルを持ち合わせた人を経営者とし
て育てたいと考えています。
　しかし、経営者を育てるのは容易ではありません。私自身、
1988年の設立以来、多くの失敗を重ねてきました。経営人
財の育成においては、口伝だけでなく、参考書、さらには指南
書のようなものも必要だと考え、私自身の過去の失敗例や世
の偉大な経営者たちの知見・見識をもとに、経営の重要事項
を体系化して『マネジメントマニュアル』としてまとめていま
す。先ほどの『ＣＬフィロソフィ』と、この『マネジメントマニュ
アル』を経営の両輪として社内に説き、経営人財はもちろん、
グループ全体の人財の育成に役立てています。
　10年後には、グループの人財プールから何人もの経営人財
が育ち、新たな特色ある事業が成長し、ＣＬグループが拡大し
ていくことで世の中が進歩して良くなっていく。そんな未来を
実現したいと思っています。

ステークホルダーに満足いただけるビジョナリーカンパニーへ
こうした人財や経営者の育成により、成長し続ける会社づくり
を実現していくと同時に、株主をはじめとするステークホルダー
の皆様の期待に応えるため、安定した配当を継続的に実施し、
時価総額の向上に取り組んでいきます。資本コストや株価を
意識した経営の重要性を認識し、事業で生み出したキャッシュ
フローを株主への還元に活用する一方で、中期戦略に基づい
た投資も積極的に進めていきます。また、ROE（親会社所有
者帰属持分当期利益率）の改善にも注力し、収益力を強化し、
企業としての競争力を一層高めていきます。

　これらを実現するためには、長期的な視野に立ち、理念を
経営の中心に据えることが重要です。当社グループは、基本
理念を維持しながら、ビジョンを掲げて変化に挑み、世代を超
えて進化し、社会から必要とされる企業グループになりたいと
本気で考えています。

代表取締役社長　内
う ち

川
か わ

 淳
じゅん

一
い ち

郎
ろ う

2025年4月
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自社に関わる�
社会の変化

関連する�
ステークホルダー

ステークホルダーの�
期待・要請 課題 リスク 時間軸 機会 時間軸 カテゴリ マテリアリティ�

（重要課題） 提供価値 ＣＬグループの取り組み 取り組みの成果

❶
社会および�

生活者（消費者）
ニーズの多様化

生活者（消費者）、�
クライアント、協力会社、�
版権元、地域社会

・�消費行動による環境負荷の
軽減

・�消費行動によるネイチャー
ポジティブの実現

・�マーケティング活動による
持続可能な社会の実現

・�生活者（消費者）のライフスタ
イルや消費行動の変化、クライ
アントの社会課題解決に対応し
た商品・サービスの開発

・�マーケティング活動を通じた持
続的な社会的価値の創造

・�商品・サービスの競争力
低下、それによる事業の
衰退

短期

中期

・�私たちの事業を「社会に
ちょっといいこと」に変
え、人と社会のつながり
や笑顔・感動を創り続け
ている状態

・�協力会社・版権元と志を
共有し、持続可能な仕組
みやサービスを共創し、事
業の強靭化が図れている
状態

中期

長期

事業
「社会にちょっと�
いいこと」につながる�
マーケティング支援の�

強化

経
済
価
値

・�社会課題解決につながる
サステナビリティソリュー
ションモデル※の提供

・�サステナブルなPMDモデ
ルの提供（廃棄ロス対策）

・�常設店のカフェを軸とした
「社会・地域・教育・コミュ
ニティ」への貢献と共創

〈2027年度〉
事業としての収益化

❷
企業に求められる�
社会的責任の�
高まり

生活者（消費者）、�
クライアント、協力会社、�
版権元、地域社会、�
株主・投資家

・リスクマネジメントの強化

・環境負荷の軽減

・�サプライチェーンにおける人
権デューデリジェンス

・�資源効率向上や循環型社会移
行への対応（環境負荷の少ない
商品・サービスの開発）

・�持続可能なサプライチェーンの
構築（地政学リスク対応含む）

・取引先との持続的な関係構築

・�環境負荷の大きい商品・
サービスの継続提供によ
る、コストの増加や、ビ
ジネス機会の逸失

・�社会的信用の低下による
ビジネス機会の逸失

・�サプライチェーンの分断
による商品・サービスの
供給遅延

短期

中期

機能 パートナーとの未来に�
つながる共創

社
会
・
環
境
価
値

経
済
価
値

・�パートナー企業と共に、当
社資産を組み合わせた持
続可能なサステナビリティ
ソリューションモデルを構築

・�サステナブル商品の安定
調達

・�データベースによる知見の
集約と持続的な効果につ
なげる仕組みづくり

・�AIやデジタル技術を活用
した商品・サービスの開発

〈2025年度〉
・�サステナビリティ�
ソリューションモデル
3件の構築

・調達ルートの確立

・�データベースの構築
と運用開始❸

新技術の台頭に�
よるデジタル化�
の加速

生活者（消費者）、�
クライアント、協力会社、�
版権元、地域社会

・�商品・サービスを通じた生
活者（消費者）への利便性
の提供、それによる収益性
の向上

・�デジタル技術を用いたイノ
ベーションの創出

・�最新のデジタル技術を活用した
商品・サービスの開発

・�AIを駆使したイノベーションの
創出

・�商品・サービスの競争力
低下、それに伴う収益力
の低下

中期

長期

❹
人財の多様化と�
働き方の多様化

従業員

・�ワークライフバランスの実現

・エンゲージメントの向上

・健康経営の実現

・生産性の向上

・�働きやすく、働きがいのある環
境の整備、各種制度の導入

・�従業員が成長するための環境
の構築

・DXを通じた業務効率の向上

・�人事ポリシーに沿った人財育成
と採用

・�人財育成の遅れによる事
業成長の鈍化

・�人財確保の失敗・流出に
よるビジネスチャンスの
逸失

短期

中期

・�全社員が物心両面の幸福
を実現しており、常に成
長しながら社会にちょっと
いいことを創り続けてい
る状態

中期

長期
人財

全社員の成長と�
物心両面の幸福を�
追求するための�
仕組みづくり

社
会
・
環
境
価
値

・�全社員の「社会的価値創
造力」を高める為の成長
支援

・全員活躍の仕組みづくり

・�RPAやAIなどの導入によ
る業務のデジタル化

〈2025年度〉
・�従業員のサステナビ
リティに関する意識
の向上�
（社内アンケート）

・�従業員エンゲージ�
メントの向上❺

知的資本等の�
無形資産に対する�
重要性の向上

従業員、版権元、�
協力会社、株主・投資家

・�事業の強靭化による、持続
的な企業成長の実現

・�グループ連携の推進による、知
的資本を始めとした無形資産の
強化

・�グループとして、知見・知識の
蓄積

・�商品・サービスの競争力
低下、それに伴う収益力
の低下

短期

中期

・�AIやデータベース等のデ
ジタル技術を活用するこ
とで、生産性が向上し、従
業員のパフォーマンスが
最大化されている状態

❻
コーポレート・�
ガバナンス強化�
への社会的要請

生活者（消費者）、�
クライアント、協力会社、�
版権元、従業員、�
株主・投資家、地域社会

・�コーポレート・ガバナンスの
強化（データガバナンス含む）

・法令遵守

・経営の健全性・透明性の確保

・情報セキュリティの強化

・�社会的信用の低下による
損失の発生

・経営効率の低下
短期

・�企業統治の推進により、
社会的信用が醸成されて
おり、また経営効率が向
上している状態

中期 会社 社会と共生する�
ガバナンス

ガ
バ
ナ
ン
ス

・コンプライアンスの強化

・�リスクアセスメントの実装・
強化

〈2025年度〉
マネジメントシステム
の運用

当社グループでは、取り巻く外部環境を社会の変化から分析し、ステークホルダーにとって重要度が高く、当社グ
ループの中長期的な価値創造に影響を及ぼすマテリアリティ（重要課題）を、リスクと機会の両面を評価する特定プ
ロセスを踏まえて策定しています。これまでＣＬホールディングスおよびＣＤＧの個社で定めてきましたが、事業・機
能・人財・会社を軸に、ＣＬグループとして共通のマテリアリティを再設定しました。引き続き、マテリアリティに対
する取り組みを通じて、当社グループの持続的な発展と成長を目指します。

リスクと機会およびマテリアリティ

※ 社会課題解決につながるソリューションモデルのこと。
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財 務

・ �自己資本
・ �有利子負債

財 務

株主・投資家� P.19
● �1株当たりの価値向上、株主還元（希薄化後EPS 16.10円、�
配当性向 31.0%、10年間のTSR -2.7%（年率 -17.3%））

債権者
● 財務安定性（親会社所有者帰属持分比率32.9%）

知 的

ビジネスナレッジ
・ �販促・商品の企画力
・ �品質管理・生産管理能力
・ �提供サービス（販促・物販）の�
トラフィック量・データ蓄積量
ライセンス
・ �年間使用IPコンテンツ数 �
約230種類以上

知 的

クライアント（メーカー・外食＆流通）� P.14-15
○ 各事業領域で展開する各種サービスの提供による課題解決
● 年間合計サービス提供件数：約10,000件以上
● 年間デジタル関与案件数：約2,800件

版権元� P.14-15、17-18
○ IPコンテンツの価値最大化（知名度向上およびファン増加）
● 年間IPコンテンツ関与案件数：約4,500件

生活者（消費者）� P.14-15、17-18
○ �ファンの心を掴んだ商品・サービス、買い物の楽しみ、生活者（消費者）の
笑顔・感動

● 年間テーマカフェ来店客数：約120万人

人 的

人財
・ �グループ全従業員数 約640人
・ �IPコンテンツ・流通・デジタル・�
商品企画・サプライチェーン�
マネジメントのプロ人財 人 的

従業員� P.17-18、22-24
○ 経営人財の育成・創出（リーダーマネジメント教育、ジュニアボード制度）
○ 従業員エンゲージメントの向上
○ 時間当たり営業利益の向上
○ �働き方改革・支援（テレワーク制度、ライフイベントサポート制度、育児に�
関する支援制度、フレックスタイム制度）

〇 �ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DE&I）の推進（女性管理職
比率の向上、パートナーシップ証明書の導入、障がい者雇用の促進）

〇 健康経営の推進（CDG：健康経営優良法人2024 認定）
● 従業員1人当たりの年間平均研修時間：44.3時間
● 管理職に占める女性労働者の割合：19.7％
● 障がい者雇用実績数：15人（うち重度障がい者2人）
● 経営人財育成人数（グループ内事業子会社の代表取締役人数）：5人

社会・ 
関係

企業カルチャー
・ �マネジメントマニュアル
・ �ＣＬフィロソフィ（理念教育）
社会的信用
・ �ISO14001、ISO9001、Pマークの取得
プラットフォームへの展開
・ �年間取引クライアント数 約650社以上
・ �年間取引流通クライアント数 約110社
IPコンテンツ調達
・ �版権元数 約100社以上
協力会社
・ �年間取引協力会社数 約1,200社以上
・ �常駐している協力会社数 12社

社 会・ 
関 係

従業員� P.24
○ 理念をベースとした人間力の育成

生活者（消費者）� P.14-15、18
○ �ファンの心を掴んだ商品・サービス、買い物の楽しみ、生活者（消費者）の
笑顔・感動

● 年間テーマカフェ来店客数：約120万人

クライアント（メーカー・外食＆流通）� P.14、18
○ 各事業領域で展開する各種サービスの提供による課題解決
● 年間合計サービス提供件数：約10,000件以上

協力会社� P.23

○ 優良パートナーとの継続的取引による相互繁栄の実現

自 然

・ �エネルギー（電力）
・ �紙

自 然

生活者（消費者）、クライアント、協力会社、版権元、�
従業員、株主・投資家、地域社会� P.22-23
○ �事業活動における地球環境負荷の低減�
（年間電力消費量の削減、紙使用量の削減、環境に配慮した素材を使用した
景品・什器の展開、リサイクル素材の使用）

● 年間で環境に配慮した素材を使用したアイテム数：11アイテム

当社グループは、経営理念とＣＬフィロソフィのもと、人間力（理念型経営）とマネジメント力（マネジメントマニュアル）
を土台としたIPコンテンツ調達力&展開力、プラットフォーム展開力、商品&サービス品質力、デジタル活用力、
これら4つの強みを価値の源泉としてサービスを展開しています。

価値創造プロセス

エクス・テインメント（エンタメ顧客体験価値）市場の拡大を通じて日常を感動体験に変え、世界に楽しさと喜びを
届けることにより、持続的な企業価値の向上を実現していきます。

「エクス・テインメント」�
を提供して、日常を�
感動体験に変え、�

世界に楽しさと喜びを�
届ける。

○ 定性的なアウトカム　　● 定量的なアウトカム

ＣＬフィロソフィ

ＣＬグループ経営理念

グループ中期経営方針

グループ中期戦略　
グループ経営管理戦略

P.17

P.7、28-29

人間力 
（理念型経営）

マネジメント力 
（マネジメントマニュアル）

プラットフォーム展開力

デジタル活用力

商品&
サービス品質力

IPコンテンツ 
調達力&展開力

アウトカム（提供価値）アウトプット※　  P.2-3価値の源泉資本の種類／インプット（資本の内容）

プロモーション事業

流通エンタメ事業

マーケティングBPO 
事業

フードエンターテインメント 
事業

催事事業

ODM・OEM事業

MD事業

※�各用語の詳細は、P.32をご覧ください。

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
事
業
領
域

ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ベ
ー
ス
ド

エ
ン
タ
ー
テ
イ
ン
メ
ン
ト
事
業
領
域

マ
ー
チ
ャ
ン
ダ
イ
ジ
ン
グ
事
業
領
域

社会に与える影響

インパクト

P.24、28-29
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DX、AI時代のＣＬグループの使命

DXでプロモーションサービスの費用対効果の可視化を推進
田中　私は、企業戦略、マーケティング戦略等を専門とし、経
営戦略のコンサルティングを行っています。ＣＬグループにおけ
るマーケティングおよびセールスプロモーション分野を見る上で
重要な潮流は、DXとAIです。DXの本質は、顧客とデジタル
がつながり顧客へのエンゲージメントを深めていくことです。そ
れを忠実に行っている企業が世界最大の小売企業であるアメリ
カのウォルマートです。商品の販売状況や買い物客の購買行動
をメーカー向けにデータ分析するサービス「ウォルマート・ルミ
ネート」や、リテールメディア「ウォルマート・コネクト」を提供
し、「デジタル×リアル店舗」により、マーケティングや広告の費
用対効果が示されるようになりました。こうした動きは数年遅
れで日本に確実に入ってくるでしょう。企業にとっては、費用対
効果を可視化する仕組みの構築がますます重要となってきます。
山下　まさに費用対効果の測定は、セールスプロモーションの
領域で課題となっています。コロナ禍で環境が大きく変化し、
デジタル化が急速に進みました。私たちの強みであるIPコンテ
ンツを活用したセールスプロモーションが国内において非常に
有効的になってきています。しかし、これまでプロモーションの

費用対効果を可視化するためには、計測する仕組みや蓄積され
るデータが不十分でした。そこで田中先生にご協力いただいて、
まずはデータを整理して費用対効果を示すことができる仕組み
づくりに挑戦しているところです。クライアントの客数、客単価、
売上、リピート率といった情報や、ファン化を推進するビジネス
を理解した上で、当社が持つリテールとの深い関係性を活かし、
クライアントの本質的な課題解決に向けた新たなセールスプロ
モーションを展開しようと考えています。こういった費用対効果
への取り組みは、ＣＤＧは以前から行っていましたね。
小西　ＣＤＧでは、DXの取り組みとしてLINEを活用したデジ
タルプロモーションサービスを提供しています。LINEを通じて
顧客とつながることで、商品やブランドの認知獲得から興味、
購入、ファン化までの消費者体験づくりに対して効果的にアプ
ローチし、データから顧客動向を把握して費用対効果を測る取
り組みを推進してきました。ＣＬグループとして、ＣＤＧの強み
である「デジタル」とレッグスの強みである「リアル」を掛け合
わせ、費用対効果を可視化する取り組みを加速していけると感
じています。

どんなにテクノロジーが発達しても、人間の欲望に訴えているかが価値となる
山下　アニメなどの日本のIPコンテンツはグローバルで受け入
れられており、影響力は拡大しています。テクノロジーの発達に
よって人と人がリアルに会う機会が減少し、情緒的な満足感も
低下する中、バーチャルの世界で感情を満たそうとしているこ
とが背景にあると感じます。加えて、IPコンテンツの物語性が、

人間の欲望や本能を揺さぶっているのではないでしょうか。人
間がＩＰコンテンツに何を求めているのかを深く考え、それにど
う応えていくかが、私たちのエクス・テインメントビジネスにお
ける価値だと思います。
田中　テクノロジーの発達で利便性が高くなることで、人は以前

鼎談

日本工業大学大学院技術経営研
究科教授。専門は企業戦略&
マーケティング戦略およびミッショ
ン・マネジメント&リーダーシッ
プ。DXやAIを活用した戦略コン
サルティングを多くの上場企業に
提供している。
主な著書に『生成AI時代 あなた
の価値が上がる仕事』（青春出版
社）などがある。

田
たなか

中 道
みちあき

昭氏
株式会社ＣＬホールディングス取
締役、株式会社レッグス代表取締
役社長。2002年レッグス入社。
当社グループで長年にわたり営
業として実務に携わり、現場に精
通した豊富な経験・知識を有する
とともに、セールスプロモーショ
ン業界だけでなく、流通業界やラ
イセンスビジネスに関する知見も
豊富で、PMDサービス等の新し
いビジネスモデル構築に貢献。

山
やま した

下 聡
さとし 株式会社ＣＬホールディングス取

締役、株式会社ＣＤＧ代表取締役
社長。1996年ＣＤＧ入社。セー
ルスプロモーション業界に対する
深い理解と豊かな経験・見識を有
するとともにデジタルビジネス体
制の強化を推進してきた。2019
年に代表取締役に就任。2021
年よりレッグス（現ＣＬホールディ
ングス）取締役を兼務。

小
こにし

西 秀
ひでお

央

よりストレスを感じやすくなっています。例えばコンビニのレジで
現金で支払う人がいる時、10年前なら順番を待つ人はストレス
を殆ど感じなかったでしょうが、今は「なぜキャッシュレスではな
いのか」と不満を抱く人も多いでしょう。企業がすべきことは、
顧客が何にストレスを感じているのかを察し、解決することになっ
てきました。Amazon創業者のジェフ・ベゾスが考える顧客の
体験価値とは、人間の本能や欲望に応え、「〇〇すること」を

感じさせないというものです。商品を持って出るだけで決済が
完了する店舗「Amazon Go」は、顧客に買い物や支払いをし
ていることを感じさせません。究極の顧客の体験価値は、「○○
すること」を感じさせないくらいスピーディーで快適にサービス
を提供することです。これをセールスプロモーションの領域で、
「セールスプロモーションと感じさせないくらい自然な顧客体験」
を提供しているのが、ＣＬグループだと思っています。

AIの社会実装の中で、ＣＬグループが持つ強み
田中　2025年1月、私は米ラスベガスで開かれた世界最大の
テクノロジー見本市「CES 2025」に参加してきました。そこ
で注目されていたのがAIエージェントです。人間が介入せず、
目標や環境を理解しタスクを計画・実行できる自立型AIで、例
えば旅行をする際、プランを提案するだけでなく、「代理人」と
してホテルやフライトの予約、支払いまでしてくれるのです。日
本でもマーケティングや広告の世界で導入が進むと考えられ、
社会実装が進めば、多くの仕事のハードルが下がり、「民主化」
が進みます。そうした中、プロに求められるのは、自分のスキ
ルを先鋭化させることです。AIで生産性を上げる一方、人間は
より人間がやるべき仕事に注力していく必要があります。AIが
持ち合わせていない人間性、世界観や歴史観を持つことも重要
で、その点、人財教育に本気で取り組んでいるＣＬグループは、
強みを発揮できると思います。

小西　ＣＬグループは、人としての土台に人間性があり、その上
に仕事の能力やスキルが積み重なると考えています。土台が小
さいと、どれだけスキルを身につけても崩れてしまいます。ＣＬ
グループとして共通の行動指針となるＣＬフィロソフィからそのエッ
センスをしっかり学び、人間力をつけ、仕事を積み上げていくこ
とが大切ですし、それがグループの強みになると考えています。
山下　AIを活用していくことで、仕事の工程が大幅に効率化さ
れ、状況に合わせてより効果的なプロモーションをリアルタイム
で提供できると考えています。ただ、AIの活用を推進していく
中でも、人間性の追求には、継続して取り組んでいく必要があ
ります。ＣＬグループは、理念型経営をベースとしており、人財
育成のために、相当な時間をかけています。従業員（個人）と
会社の目標を一致させることを根幹に、人財育成とAIの活用
の双方に投資をしていきます。

統合によって新しい価値を生み出すために
小西　バーチャルキャラクターのように、IPコンテンツとデジタル
の掛け合わせによって新しい楽しさを提供する余地があると感じ
ています。楽しさを提供することが、まさに私たちのエクス・テ
インメントビジネスです。ＣＤＧでは、人気キャラクターを使った
SDGsの啓蒙活動を行いましたが、サステナビリティとIPコンテ
ンツの掛け合わせの可能性も広がっています。昨年末にＣＤＧは、
ＣＬホールディングスの完全子会社となりましたが、ＣＬグループ
への統合によって、ＣＤＧの強みはグループの強みとなったわけ
で、より一層の磨きをかけていきたいと思います。
田中　統合における重要なプロセスは、グループ各社の社員が
どういう仕事をしてきたか、何を大切にしてきたか、お互いの

強みは何かを抽出し、互いに理解しながら新しい価値を生み出
すことです。少数派の視点から会社や事業を見ることも大切で、
常に自分自身が、多数派の視点で物事を見ていないか意識する
ことが重要になります。互いの違いを理解し、活かす、こういっ
た価値観をもとに、レッグス・ＣＤＧ両社の強みがうまく融合し
ていくことで、さらに優れた企業となっていくと思います。
山下　ＣＤＧが進めてきたことは、ＣＬグループの中核ともなる
セールスプロモーションの領域で活かされていくと考えていま
す。完全子会社化を機に、人財の交流は加速していきますし、
DXやAIによるマーケットの変化をチャンスと捉え、互いの良さ
をカスタマイズし、シナジーを創出していきたいと思います。

山下 聡 　 田中 道昭氏 　 小西 秀央
日本工業大学大学院�
技術経営研究科教授

株式会社ＣＬホールディングス取締役
株式会社ＣＤＧ代表取締役社長

株式会社ＣＬホールディングス取締役 �
株式会社レッグス代表取締役社長
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郵便局
2万4,000店舗

コンビニエンスストア
5万2,000店舗

その他流通&EC
5,000店舗

ドラッグストア
5,000店舗

場所

IP

業態

アミューズメント 1,000店舗

GMS※ 700店舗

外食 1万5,000店舗

※General Merchandise Storeの略で、総合スーパーのこと

エクス・テインメントビジネスで切り拓く未来 特集：テーマカフェブランドの多角化

エンタメコンテンツをエクス·テインメントにしてプラットフォームに流し込む

1.エクス・テインメントとは
「エクスペリエンス」と「エンターテインメント」を掛け合わせた造語で、「エンタメ顧客体験価値」を意味します。また、エクス・テ
インメント市場の位置づけとして、広告・販促のマーケティング市場、物販市場およびエンタメコンテンツ市場などの市場にまたが
る潜在的な領域を指しています。

2.エクス・テインメント市場の可能性
生活者（消費者）の消費行動は、二極化が進んでいます。一つは早く・楽に購入したいという合理的な買い物への需要によるも
の。もう一つは、買い物自体に楽しさという体験価値を求める需要によるものです。デジタル化の進展による、買い物を手早く済
ませたいという需要がECに吸収される流れは一層加速すると考えられます。一方で、コト消費や体験価値を求めるという、いわゆ
る「楽しい買い物」の需要も確実に拡大しています。
　現在、多くの版権元から新しいエンタメコンテンツが次々と生まれています。またストリーミング技術の進歩などによりエンタメコ
ンテンツに触れる機会が増大しているため、コンテンツファンはエンタメコンテンツとの様々な形の接点を求めています。しかし、エ
ンタメコンテンツを使った、楽しい買い物を生活者（消費者）に提供するという接点づくりの商業化は、まだ発展途上の段階であり、
そこに大きなギャップが存在しているため、潜在的市場は非常に大きいと考えられます。

3.日本から世界へ向けて
当社グループは、この潜在的な領域に、PMDサービス※やテーマカフェサービス※を始めとしたグループの各種オリジナルサービ
スでアプローチすることで、エクス・テインメント市場を創出し、その開拓を進めています。日本はエンタメ買い物の先進国であ
り、当社グループが得意とするのは、この「買い物のエンタメ化」です。当社グループは、エクス・テインメントビジネスで未来
を切り拓き、日本だけでなく世界の生活者（消費者）やファンの方々に、買い物の楽しみを提供し続けます。
※P.32用語解説参照

アーティストアニメ 音楽 
レーベルマンガ ブランド番組 

コンテンツゲーム キャラクター クリエイター 映画

テーマカフェサービス
催事物販サービス

プロモーションサービス
PMDサービス
BPOサービス

ODM・OEMサービス
限定流通サービス

商品・サービスの拡大

エンタメコンテンツの拡大

テーマカフェ 
サービス

巨大流通プラットフォーム
プラットフォーム（売り場）の拡大

エクス・テインメント 
ビジネス

当社グループが推進するエクス・テインメントビジネスにおいて、「フードエンターテインメント事業」のテーマカフェ
サービスは、店舗といった「場所」を起点に、「飲食」×「エンタメ」を通じて、エンタメ顧客体験価値を提供する象
徴的なサービスとなっています。

エンタメ顧客体験価値を提供するテーマカフェサービス
テーマカフェサービスは、IPコンテンツの世界観を空間・飲食・
演出などで複合的に表現する小さなテーマパークのようなカフェ
で、身近な非日常感を味わえる場所として、確かな広がりを続
けています。訪れるファンには、“見て美しい”、“食べて美味し
い”、“体験して楽しい”といった心躍る飲食体験を通じて、多く
のお客様に楽しんでいただいています。
　好きなIPコンテンツの世界観に没入できる点も高く評価され
ています。作品の世界観を追体験できる空間、思わず記念写真
を撮りたくなる装飾、安全・環境・健康にも配慮した美しくフォ

トジェニックなフード・ドリンクや限定販売のオリジナルグッズが、
テーマカフェならではの特別感を創出し、店舗を訪れるファンの
心を掴んでいます。
　これらのメニュー、サービス、演出やホスピタリティなど、テー
マカフェを通じて提供される「エンタメ顧客体験価値」によって、
ファンはよりそのIPコンテンツが好きになります。そして、ファ
ンの「好き」が友達、家族へとつながり、大きくなっていく。こ
のようにテーマカフェサービスを通じて「好き」が連鎖すること
で、「好き」であふれる世界を実現したいと考えています。

テーマカフェブランドの多角化によるエンタメ顧客体験価値の拡大
多くのファンの方々にIPコンテンツの魅力とともに非日常的
な飲食体験やサービスを様々な形でお届けするため、テーマ
カフェブランドの多角化に向けた取り組みが進んでいます。
　2024年度には、ミュージアムと併設した長期常設型テーマ
カフェや、新業態であるベーカリーテイクアウト専門店のオー

プンなど、新たな形でのエンタメ顧客体験価値の提供が実現
できました。今後も国内にとどまることなく、「場所」を起点
としたIPコンテンツと業態の両軸拡大によるテーマカフェブラ
ンドの多角化を推進し、より多くのファンの方々にエンタメ顧
客体験価値を提供していきます。

ベーカリー　キャラクターを模したパンを中心としたメ
ニューに加え、パンをモチーフにしたオリジナルグッズなど
を販売するベーカリーテイクアウト専門店を展開している。

�ちいかわベーカリー

ホテル　ホテルとコラボしたビュッフェやアフタヌーン
ティーなどのテーマカフェサービスを展開。当社が培った
テーマカフェの運営ノウハウやフードクリエイティブ力を活
かして、IPコンテンツとのコラボ経験の少ないハイブラン
ドのホテルにおいても、クオリティの高いテーマカフェを実
現している。

�テーマカフェ開催ホテル：ヒルトン・ホテルズ&リゾーツ、
ホテル ニューオータニ、東急ホテルズ&リゾーツ

常設／長期POPUP型　ロングラン店舗だからこその
内装やメニューのクオリティをもって、IPコンテンツの世界観
を存分に味わっていただけるテーマカフェサービスを展開。版
権元やディベロッパーと協業にて展開することも増えており、
IPコンテンツのブランディングや顧客接点の場としても貢献
している。

�OH MY CAFE (Disney)、Harry Potter Cafe、　 
miffy café tokyo

POPUP型　期間限定で、変幻自在に多種多様なIP
コンテンツとコラボしたテーマカフェサービスを「BOX 
cafe&space」という屋号にて展開している。

�BOX cafe&spaceは、現在東京を中心とした全国4
都市に約15店舗を展開。

ミュージアム併設型　ミュージアムでの鑑賞体験の延
長線上で、IPコンテンツの世界観を体感できる食体験を
提供するミュージアム併設型のテーマカフェサービスを展
開。展覧会実施期間中は、展覧会企画に因んだテーマカ
フェを開催し、多彩なオリジナルメニューを提供している。

�CREATIVE MUSEUM TOKYO CAFE

POPUP型：名探偵コナンカフェ�
©青山剛昌／小学館・読売テレビ・TMS 
1996

ミュージアム併設型：�
CREATIVE MUSEUM TOKYO CAFE�
©吾峠呼世晴／集英社・アニプレックス・
ufotable

常設型：miffy café tokyo�
©Mercis bv
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成長戦略

グループ中長期戦略と重点ポイント
当社グループは、ＣＤＧの完全子会社化を機に、グループシナ
ジーの最大化を図ることに注力していく考えです。また、当社
グループの経営理念を実現するためには、成長と存続の原資
となる収益を今一度増強する必要があることから、中期戦略

を『グループシナジーを高めて収益力をさらに強化する。』と
定めました。グループシナジーの最大化と収益力の強化を最
優先で進めるために、3つの重点ポイントを定め、実現に向け
た取り組みを推進していきます。

重点ポイント❶ 領域運営によるグループシナジーの強化
これまでの「個社最適」の事業運営から「グループ最適」の事業運営へとシフトし、グループ構造と体制を最適化していきます。領域
毎の組織・体制の構築や各種制度の共通化や会議体の統一を図り、領域運営の本格化に向けた取り組みを推進しています。

CLグループ中期戦略

グループ中期戦略　3つの重点ポイント

CLHD

CDGのグループ融合
• �経営理念・企業文化の融合
• �共通機能の集約化・統一化
• �制度・ルールの集約化・統一化

• ��業務システム・業務フローの共通化・
最適化
• �オフィスの物理的な統合

『グループシナジーを高めて、収益力をさらに強化する。』
経営理念の実現のために、私たちはさらに「収益性」を高めます。そのために下記3つを実現します。

CDGの完全子会社化について
当社は、2024年12月にＣＤＧを完全子会
社化したことにより、機動的な人財配置を
含め、これまで以上に経営資源の最適分配
が可能なグループ体制となりました。完全
子会社化を機に、右の項目の実現を目指し
ます。

当社グループの設定した3つの事業領域は、部分的に重なり
あっており、それぞれが組み合わさることで相乗効果が生まれ
ます。各事業領域の強みを十分に活かし、他社と差別化を図
りながら拡大させていきます。
　また、各事業領域において、受託型から見込み型、スポット
型からストック型のサービスへの構造転換を図ることにより、
安定的・継続的に収益を確保しながら事業を拡大していく考
えです。

売上収益
（億円）
500

0

100

200

300

400

2025年 2027年2026年2024年2023年

マーチャンダイジング事業領域

ロケーションベースドエンターテインメント事業領域

マーケティング事業領域

当社グループは、経営理念の実現のために、中期でグループシナジーの創出と収益力の強化に注力します。領域運
営の本格化によるグループシナジーの強化および事業ポートフォリオの最適化・業務の最適化を進めることで、収益
構造の転換および生産性を向上させ、収益力の強化を進めます。さらに、国内・海外含め中長期で最も機会があ
る、エクス・テインメント市場の拡大を加速させ、中長期での継続的な事業成長を実現していきます。

ＣＬグループ事業領域別売上成長イメージ

CLグループ事業領域別売上シェアイメージ

ロケーションベースド ロケーションベースド 
エンターテインメント エンターテインメント 
事業領域事業領域

2121%%

ロケーションベースド ロケーションベースド 
エンターテインメント エンターテインメント 
事業領域事業領域

2222%%

マーケティング事業領域

51%
マーケティング事業領域

54%
マーチャンダイジング事業領域

28%
マーチャンダイジング事業領域

24%

2024年
12月期
（実績）

2027年
12月期
（予想）

グループ成長イメージ
当社グループは、「EBITDA※1」・「EBITDAマージン※2」の
2つを戦略進捗の指標として定め、グループの中期の定量目
標として、2027年12月期にEBITDA50億円、EBITDA
マージン10％以上を目標値として掲げています。3つの重点

ポイントを中心とした中期戦略を着実に推進していくことで、
グループシナジーを高めるとともに収益力を強化し、目標の実
現を目指します。

（年度） 2022 2023 2024 2025
（予想） （予想）

2027

EBITDA
マージン
（%）

売上収益
（億円）
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■ 売上収益　■ EBITDA　  EBITDAマージン
※1：簡易的に、EBITDA=営業利益+減価償却費で計算しています。
※2：EBITDAマージン=EBITDA÷売上収益

❶ �領域運営によるグループシナジーの強化 領域を起点としてグループ構造・体制を最適化し、�
グループシナジー強化を通じて、収益力を高める

❷ 事業ポートフォリオの最適化と業務の最適化 事業・商品・サービスの選択と集中、業務の共通化・�
デジタル化を進め、収益性と生産性を向上させる

❸ 投資の最適化 新規事業・海外・M&A・人的資本に対して、適正な�
バランスで、適正な収益性を確保しながら継続投資する

プロモーション�
事業

流通エンタメ�
事業

マーケティング
BPO事業

フードエンター�
テインメント事業 催事事業 ODM・OEM�

事業 MD事業

マーチャンダイジング�
事業領域

ロケーションベースド�
エンターテインメント事業領域マーケティング事業領域Ⅰ. Ⅱ. Ⅲ.

コラム

HD経営管理部門

HD執行役員陣

HD経営陣［取締役］

01 経営自由度の向上 全株式を取得することで、経営の自由度を高め、意思決定の迅速化を図る

02 事業ポートフォリオ
の最適化

�クライアント別にファイアウォールを強化しつつ、事業における選択と集中を
進め、グループ全体の事業ポートフォリオを最適化する

03 経営資源の最適な 
分配

�機能のスリム化・統一化・共通化と、適材適所への機動的な人員配置によっ
て経営資源を最適に分配し、売上収益および利益の最大化を図る

04 規模の経済を 
働かせる

�互いの取引基盤、ノウハウを共有し、グループ全体の収益・資産規模を増大
させ、IPコンテンツ調達力・製品調達力・デザイン力を向上させる

05 強みを 
組み合わせる

�CDGの強みであるデジタルプロモーションとBPO（事業支援）を最大限活
用し、グループ全体で新たなサービスや製品の開発を進め、顧客に対してよ
り高度で多様なソリューションを提供する

売上収益：382億円 売上収益：500億円
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成長戦略 財務戦略

財務方針
当社グループは、2022年1月より持株会社体制へ移行する
とともに、国際財務報告基準（IFRS）の任意適用を開始しま
した。2024年には株式会社CDGを完全子会社化し、グルー
プシナジーの創出をさらに加速するためのグループ経営体制
がスタートしています。
　当社グループは、中長期の成長を実現するために、グルー
プシナジーの強化、事業ポートフォリオと業務の最適化、新規

事業や海外展開などに積極的に先行投資していく考えです。
そのためには潤沢なキャッシュが必要であり、2024年12月
期末における当社グループの資本の財源および資金の流動性
については、現金及び現金同等物の残高が47億56百万円、
親会社所有者帰属持分比率が32.9%と、完全子会社化に伴
う資金の借入により負債の増加があったものの、十分な流動
性を確保していることから、健全な財務状況と認識しています。

投資方針・株主還元
当社グループは、中期戦略である『グループシナジーを高め
て、収益力をさらに強化する。』（P.17参照）を遂行するため
に、重点ポイントの1つである「投資の最適化」を進めていき
ます。具体的には、「新規事業」、「海外」、「M&A」、「人的
資本」の4つの分野に、最適なバランスで、適正な収益性を確
保しながら、継続的に投資を行う考えです。まず、「新規事
業」については、案件単位で小さくスタートし、仮説・検証を
繰り返すことで事業化を狙っていきます。次に、「海外」につ
いては、プラットフォーム拡大の延長線上で、当社グループの
強みを活かしつつ展開していきます。また、「M&A」につい
ては、M&A投資方針に従って継続的に検討を進め、「人的資

本」については、経営人財を輩出する仕組みづくり、組織風
土づくりに焦点を当てて投資を行っていきます。
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と認識
しており、グループ経営の観点から連結配当性向主義を採用
しています。経営基盤の強化と将来の事業展開に必要な内部
留保を確保しつつ、業績に応じた配当を実施する方針で、連
結配当性向を30%以上として利益配分を実施しています。ま
た、当社は、自己株式の取得も重要な株主還元策の1つと位
置付けており、今後も資金需要と株式市場の動向を勘案し、
機動的に実施していく考えです。

財務指標のKPIと解説
当社グループは、企業価値の最大化を図るため、長期方針の
数値目標を売上収益1,000億円、営業利益100億円以上お
よび営業利益率10％以上としており、同様に、中期経営方針
において、2027年12月期 にEBITDA50億円※1および
EBITDAマージン10％以上※2の達成を掲げています。また、

親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 8%を資本効率
改善の目標とし、資本コストを上回るROEの実現を目指して
います。今後も、株主価値を向上できるように、持続的な企
業価値の向上に努めていきます。
※1：EBITDAについては、簡易的に営業利益＋減価償却費で計算しています。
※2：EBITDAマージン＝EBITDA÷売上収益

キャッシュアロケーション
グループシナジー強化

事業ポートフォリオと�
業務の最適化

継続的な投資

株主還元

営業CF

・�領域運営によるシナジー創出に向けた 
グループ構造・体制の最適化

・事業、商品、サービスの選択と集中
・業務の共通化およびデジタル化
・社内業務のスリム化

・�新規事業、海外、M&A、人的資本へ 
適正なバランスで継続投資

・�安定配当 
（連結配当性向30％以上を目標）

事業の成長

構造改革

過去5年間の財務データ （百万円）

2020 2021 2022 2023 2024
EBIT 1,774 1,967 776 1,079 305
EBITDA 1,292 2,744 1,665 2,133 1,565
当期純利益／当期利益 1,235 1,268 364 510 164
総資産／資産合計 13,776 21,345 21,322 21,545 22,152
自己資本／親会社の所有者に帰属する持分 7,073 8,276 7,919 8,402 7,291
有利子負債 3,155 3,009 2,667 2,325 6,567
有利子負債比率 44.6% 36.4% 33.7% 27.7% 90.1%
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 46.4 88.4 57.3 22.0 27.4
潜在株式調整後／希薄化後EPS 117.44 120.73 35.27 50.33 16.10 
1株当たり配当金 36.00 36.00 11.00 16.00 5.00
配当性向 30.5 29.7 31.2 31.8 31.0
ROE 18.0 16.3 4.5 6.3 2.1

※ 当社は2022年12月期第1四半期より国際会計基準（IFRS）を適用しており、2021年12月期については、当該会計基準を遡って適用した後の指標等となっています。

ケーススタディ：「事業ポートフォリオの最適化」による収益構造の転換

      プラットフォームの拡大

海外で催事物販・テーマカフェを展開（催事・フードエンターテインメント事業）

海外において、日本のIPコンテンツを活用したプラットフォームの開拓・深掘りが進
行しています。中国・上海では、大型商業施設で大型POPUPイベントを開催したほ
か、テーマカフェサービスを展開しました。今後も中国を中心としたアジア圏における
プラットフォームの拡大を計画しています。

CASE 11

      商品・サービスの拡大

自社くじブランドを全国の流通店舗で展開（MD事業）

新サービスとして、自社くじブランド「エニマイくじ」を開発し、提供しました。コンビ
ニエンスストアやテーマカフェ店舗などの流通プラットフォームを活用し、自社くじを全
国の流通店舗へ展開することが可能となっています。多品種・小ロット・短納期対応
を強みとしたサプライチェーンを活用し、旬なIPコンテンツを活用した高品質な商品
を生活者（消費者）に展開していきます。

CASE 22

重点ポイント❷ 事業ポートフォリオの最適化と業務の最適化
各事業領域において、事業領域責任者のもと、各市場に対してアプローチしていくための収益力強化・業務最適化のポイントを定
めました。この3つの事業領域に注力するとともに、ポイントに対する取り組みを着実に実行していきます。
　特にAIは、業務の最適化を進めていくためにも積極的に活用していく考えです。

重点ポイント❸ 投資の最適化
グループの成長に必要な投資として、新規事業・海外・Ｍ＆Ａ・人的資本の4つの領域を掲げ、それらに対する投資を適正なバラ
ンスで、適正な収益性を確保しながら継続的に進めていきます。

収益力強化に向けた取り組み
• �事業の選択と集中の推進
• �スポット型ビジネスからストック型ビジネ
スへのシフト

業務の最適化に向けた取り組み
• �事業の収益性に応じた人員の最適配置と
運営オペレーションの確立
• �内製・外製バランスの最適化

各事業領域における収益力強化・業務の最適化ポイント

※ECM：エンジニアリングチェーンマネジメント（商品開発・商品企画プロセス管理）のこと。

投資の最適化（適正なバランスで継続投資）
1.新規事業 案件ベースでの仮説・検証を数多く行い、事業化を狙う
2.海外 プラットフォーム拡大の延長線上で徐々に拡大
3.M&A M&A投資方針に従って投資
4.人的資本 経営人財を輩出する仕組みづくり、組織風土づくりに焦点を当てて継続投資

収益力強化に向けた取り組み
• �事業の選択と集中の推進
• �既存ビジネスの横展開および海外展開

業務の最適化に向けた取り組み
• �事業毎の収益性の精査および検証

収益力強化に向けた取り組み
• �ODM・OEM事業を軸とした海外への商
品展開
• �既存市場でのノウハウを活かした自社MD
サービスの推進

業務の最適化に向けた取り組み
• �ECM※の強化
• �商材開発に関するデータの蓄積と展開

「銀魂」×「催事物販サービス」
（上海）

BT21 エニマイくじ（期間：2024年10月～11月）

「呪術廻戦」×「テーマカフェ
サービス」（上海）

社内業務へのAI活用（要約・スケジューリング・資料作成等）

マーケティング事業領域 ロケーションベースド�
エンターテインメント事業領域 マーチャンダイジング事業領域

エクス・テインメント市場（最重要市場）マーケティング支援市場 エンタメMD市場

Ⅰ. Ⅱ. Ⅲ.
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財務・非財務ハイライト

売上高／売上収益

フリー・キャッシュ・フロー

EBITDA

自己資本当期純利益率※／�
親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE）

■ 管理職数　　■ 女性管理職数　　  女性管理職比率（右軸） ■ 期初人数　　■ 離職者数　　  離職者比率（右軸）

 育児休業取得率（男女計）　　  内男性取得率 　　  内女性取得率

2024年12月期の売上収益は、「エンタメ顧客向けＯＥＭ」および「流通顧客向
け物販」が好調に推移し、前期比5.3%増の38,282百万円となりました。

2024年12月期の営業活動によるキャッシュ・フローは1,064百万円の収入と
なり、投資活動によるキャッシュ・フローは、おもに定期預金の預入による支出
等により、7百万円の支出となりました。この結果、フリー・キャッシュ・フロー※

は1,057百万円となりました。
※ �フリー・キャッシュ・フロー＝営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動による
キャッシュ・フロー。

2024年12月期のEBITDAは、売上総利益の低下、人財強化を目的とした人件
費用等の販売費及び一般管理費の増加に加え、ＣＤＧの完全子会社化に伴う費用
および減損損失等のその他費用が増加したことにより営業利益が減少し、前期比
26.6%減の1,565百万円となりました。
※ EBITDAについては、簡易的に営業利益＋減価償却費で計算。

2024年12月期のROEは、親会社の所有者に帰属する当期利益が減少したこ
とにより、前期比4.2ポイント減の2.1%となりました。
※ 2020年までは自己資本当期純利益率。

従業員1人当たり年間電力使用量※

管理職に占める女性労働者の割合※

従業員1人当たりの年間平均研修時間※ 育児休業取得率※

物販売上に対する廃棄在庫の比率※

離職率※

当社グループでは、継続的にエネルギーの有効活用に取り組んでおり、その一環と
して電力使用量の削減を進めています。
※ 各年6月を除く11カ月間を測定対象期間としています。
※ �2020年はＣＬホールディングスとレッグスを合算した数値。2021年以降はＣＬホー
ルディングス、レッグス、CDGを合算。

算出法：期末時点の女性管理職数／期末時点の全管理職数
当社グループは、ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DE&I）の観点
から、多様な人財がその能力を発揮できるよう環境整備を進めています。2025
年までにグループの女性管理職比率20％以上という目標を掲げ、全社の意識改
革、女性社員の積極的な育成、多様な働き方の推進などの取り組みを継続的に
行っており、管理職に占める女性比率は着実に向上しています。
※ �2020年はＣＬホールディングスとレッグスを合算した数値。2021年以降はＣＬホー
ルディングス、レッグス、CDGを合算。

算出法：当該年度の年間総研修時間／期末時点の従業員数�
年間総研修時間＝各研修時間（実施時間×受講者数×実施回数）の和
当社グループでは、経営理念の浸透やマネジメント力強化を目的として、従業員
研修を重点的に実施しています。人間力とマネジメント力を向上させ、持続的な
成長を実現するため、研修方法・体制については必要に応じて見直しを行い、効
果的な研修実施と十分な研修時間の確保に努めています。
※ �2020年はＣＬホールディングスとレッグスを合算した数値。2021年以降はＣＬホー
ルディングス、レッグス、CDGを合算。

算出法：当該年度に育児休業を開始した従業員数／当該年度に出産した従業員数�
（男性の場合は配偶者が出産した者の数）
当社グループは、多様な働き方実現のための各種制度の導入や労働環境の整備
を進めています。女性の育児休業取得者率は高水準を維持しており、男性の育
児休業取得者率も着実に増加しています。
※ �2020年、2021年の育児休業取得率が100％を超えているのは、出産した年度を
またいで育児休業を開始した従業員がいるため。

※ �2020年はＣＬホールディングスとレッグスを合算した数値。2021年以降はＣＬホー
ルディングス、レッグス、CDGを合算。

算出法：在庫評価減／物販売上（在庫が生じる物販売上に限定）
当社グループでは、物販の廃棄在庫削減に関する取り組みを進めており、具体的
には、テーマカフェのオペレーション改善や、IPDBの活用等を推進しています。
※ �2020年はＣＬホールディングスとレッグスを合算した数値。2021年以降はＣＬホー
ルディングス、レッグス、CDGを合算。

算出法：当該年度の正社員の離職者数／期初時点の正社員数
当社グループでは理念型経営を掲げ、組織の価値観に共感する人財を重視した
採用活動を行うとともに、多様な働き方を推進し、社員が長く活躍できるように
環境整備を進めています。
※ �2020年はＣＬホールディングスとレッグスを合算した数値。2021年以降はＣＬホー
ルディングス、レッグス、CDGを合算。

非財務ハイライト財務ハイライト　
※ �当社は2022年12月期第1四半期より国際会計基準（IFRS）を適用しており、2021年12月期については、当該会計基準を遡って適用した後の指標等となっています。
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株主トータルリターン（TSR）の推移（2014年12月末の終値データ＝100）

Total Shareholder Return（TSR）：株主総利回り。キャピタルゲインと配当を合わせた総合投資収益率
�TSRの計算は、ＣＬホールディングスは累積配当額と株価変動により、TOPIXとTOPIXサービスは配当込の株価指数により算出（Bloombergデータ等により当社作成）
グラフの値は、2014年12月末日の終値データを100としてTSRによる時価を指数化したもの（保有期間は2024年12月末まで）

0
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350.0

250.0

300.0

200.0

100.0

150.0

50.0
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投資期間 1年 3年 5年 10年
累積 年率 累積 年率 累積 年率

ＣＬホールディングス  -17.3%  -48.0%  -19.6%  -51.7%  -13.5%  -2.7%  -0.3%
TOPIX +20.5% +50.7% +14.6% +82.5% +12.8% +148.8% +9.5%
TOPIXサービス +22.4% +16.9% +5.4% +56.4% +9.4% +166.7% +10.3%

 ＣＬホールディングス
 TOPIX　　
 TOPIXサービス

■ 物販売上（飲食売上を除く）　　■ 在庫評価減　　  廃棄在庫比率（右軸）
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サステナビリティに関する取り組み

CLグループのサステナビリティ

当社グループは、持続可能な社会の実現に向けて、事業全体を通じたイノベーションの追求とサステナビリティ品質
の強化でサービスの発信力を高めるとともに、様々な社会課題の解決を通じて、利益の創出と企業価値の向上を
目指します。

サステナビリティにおける目指す姿

CLホールディングスにしかできない『社会的価値』を創造し続け
仕事を通じて常に幸福感を感じられる会社

経営・事業の持続可能な成長

事業・会社基盤経営

新たな事業機会の創出�
（イノベーション）

ステークホルダーからの評価向上

選ばれる会社になる

仕事に誇りが感じられ、�
幸福感が得られる

繋がりが強くなる

社員も会社も成長し続けられる

【CLホールディングス サステナビリティ方針】
CLホールディングスは、経営理念の実践を通じて、持続可能な社会の実現に貢献します。

グループ女性従業員交流会の様子

本社周辺の清掃活動

港区「環境美化表彰 団体
（法人）部門」受賞

トピック 従業員交流会の実施トピック 清掃活動を通じた環境負荷軽減の取り組み

カテゴリ 主な取り組み・対話方法 ステークホルダー ステークホルダーの期待・要請

事業

社会課題解決につながるサステナビリティソリューションモデルの提供
・�オリジナルツール「Tas-Karu-Sys※1」の活用によるターゲット開拓
サステナブルなPMDモデルの提供（廃棄ロス対策）
・�IPDBの活用と適正在庫率設計
・�寄付などの在庫の2次利用
常設店のカフェを軸とした「社会・地域・教育・コミュニティ」への貢献と共創
・�モデル店舗づくりとブランディング

・�生活者 
（消費者）

・クライアント
・協力会社
・版権元
・地域社会

・�消費行動による環境負荷の軽減

・�消費行動によるネイチャーポジ
ティブの実現

・�マーケティング活動による持続
可能な社会の実現

機能

パートナー企業と共に、当社資産を組み合わせた持続可能なサステナビリティソリューション�
モデルの構築
・�IPコンテンツを活用したSDGsの啓蒙活動※2

・�地方創生施策の企画・提案※3

・�IPDB、推し活など当社資産を組み合わせた「勝ち筋」の仮説設計
サステナブル商品の安定調達
・�環境に配慮した素材やリサイクル素材の使用と商材の開発 
（FSC認証紙※4、マプカ樹脂※5を使用した景品・什器や再生陶土を使用したグッズなど）
データベースによる知見の集約と持続的な効果につなげる仕組みづくり
・�データベースの構築・活用 
（各事業部単位の業務のポータルサイト化、プロモーション効果の見える化、MDの適正在庫率管理）

・�生活者 
（消費者）

・クライアント
・協力会社
・版権元
・地域社会
・株主・投資家

・�環境負荷の軽減

・�サプライチェーンにおける人権
デューデリジェンス

・�商品・サービスを通じた生活者
（消費者）への利便性の提供、
それによる収益性の向上

・�デジタル技術を用いたイノベー
ションの創出

人財

全社員の「社会的価値創造力」を高めるための成長支援
・�人事制度の整備 
（テレワーク制度、ライフイベントサポート制度、育児に関する支援制度、フレックスタイム制度）

・�安心して挑戦できる環境の整備 
（キャリアアップ支援制度、社内公募制度、報酬水準の適正化）

・�人財創出の仕組みづくり 
（フィロソフィ学習会、理念教育・リーダーマネジメント教育・ジュニアボード制度、CHRO会議）
全員活躍の仕組みづくり
・�ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DE&I）の推進 
（女性管理職比率の向上、パートナーシップ証明書の導入、障がい者雇用の促進）

・�サステナの「自分ごと化」につながる環境づくり 
（勉強会の実施、社内情報発信、新人ISO活用、本社周辺の清掃活動）

・�健康経営の推進

・従業員

・�多様なワークスタイルの実現

・�エンゲージメントの向上

・�健康経営の実現

・�生産性の向上

会社

コンプライアンスの強化
・�コンプライアンス・ガバナンス委員会の設置
・�内部通報制度
・�コンプライアンス研修
リスクアセスメントの実装・�強化
・�ISO9001
・�ISO14001
・�プライバシーマーク
・�取締役会の実効性向上

・�生活者 
（消費者）

・クライアント
・協力会社
・版権元
・従業員
・株主・投資家
・地域社会

・�コーポレート・ガバナンスの強化 
（データガバナンス含む）

・�法令遵守

※1：�販促資材の企画・調達だけでなく、各種対応から決済、在庫管理、物流までの一連のプロセスをシステム化し、アウトソーシングによる業務工数・コストを削減する新サービス。�
システムで一括管理をすることで、多種多様な発注者のニーズを的確につかみ、必要な場所に必要な量の資材を届けることで、余剰の販促資材品を無くすことができる。調達コ
スト削減だけでなく、持続可能な社会の実現にも貢献。

※2：IPコンテンツを活用した参加型イベントの企画・実施により、SDGsへの関心を高める取り組みのこと。
※3：地方自治体と連携し、ゲームアプリを活用したデジタルスタンプラリーによる各所・施策への送客や周遊の促進施策などのこと。
※4：�森林資源を守ることを目的として厳格に管理された森林の木材を使用して作られた紙のこと。国際的NPO法人であるFSC（Forest Stewardship Council：森林管理協議

会）が認証機関として運営する制度で認証された用紙。
※5：プラスチック代替として使用可能で、環境負荷を低減する紙パウダーを主原料にポリオレフィン系樹脂を混合させて成形できる新素材のこと。

当社グループでは、2012年より本社周辺の清掃活動を毎週実施しています
（新型コロナウイルス感染拡大期は休止）。この取り組みは、地域美化による
環境負荷軽減・地域貢献を目的としており、輪番制で本社勤務の全社員が
参加しています。2025年にはこの取り組みが評価され、「港区環境美化の
推進及び喫煙による迷惑の防止に関する条例」に基づき、港区の「環境美
化表彰 団体（法人）部門」を受賞することができました。社員1人ひとりが、
自分ごととしてサステナビリティについて考え、行動するきっかけとなるよう
に、今後もこの取り組みを続けていきます。

当社グループでは、人事部が中心となり多様性推進の取り組みの1つとし
て、従業員の交流会を定期的に実施しています。第1回はグループ女性従
業員交流会を、第2回はグループ女性マネージャー交流会を実施しました。
交流会は、参加者同士の意見交換を中心に実施しており、共感や気付きを
得ることだけでなく、相談しやすい人間関係や環境づくりを目的としていま
す。多様性推進の制度づくりとともに、会社や部署を越えた多様な人財が
交流できる環境づくりを行うことが、DE&Iの推進につながると考えており、
今後も継続して様々な交流会を実施していきます。

人間力 
（理念型経営）

マネジメント力 
（マネジメントマニュアル）

プラットフォーム 
展開力

デジタル活用力

商品&
サービス品質力

IPコンテンツ 
調達力&展開力

P.24、28-29

目指す姿
当社グループは、2023年度に、サステナビリティに関する取
り組みの基本⽅針として「CLホールディングスサステナビリ
ティ⽅針」を策定しました。当社は、その⽅針に則り、サステ
ナビリティ専担の執⾏役員を選任するとともに、グループにお
けるサステナビリティ推進のための組織を設置しています。ま
た、2024年度には、代表取締役を委員長として、社外取締

役や外部有識者も委員会メンバーに加えたCLホールディング
スサステナビリティ委員会を設置し、「事業」・「機能」・「人
財」・「会社」の4つを軸にCLグループとしてマテリアリティ
を再設定しました。事業を通じて社会課題の解決に貢献でき
るよう、着実に取り組みを推進していく考えです。
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CLグループのサステナビリティ

経営人財の創出に向けて

コーポレート・ガバナンス

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の一つと考えており、経営の健全性・透明性・スピードの確
保に努めています。全従業員に対する倫理的価値観に沿った当社の企業理念の理解・浸透と、コーポレート・ガバ
ナンスを損なわない仕組みづくりの両面から施策を講じています。今後も企業統治能力を高め、ステークホルダー
の皆様への説明責任を果たすとともに、企業価値の向上を目指します。

コーポレート・ガバナンス体制

取締役会
当社の取締役会は、代表取締役社長1名および他の取締役
8名（うち社外取締役3名）で構成されており、毎月1回の定
時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催してい
ます。取締役の任期は1年とし、経営全般に優れた見識を備
える社外取締役の選任により、中立的かつ外部の視点を取り
入れた経営の監督機能の強化、経営の透明性・公正性の確
保に努めています。

監査役会
当社は監査役会設置会社であり、監査役会は常勤監査役2名
と非常勤監査役2名で構成されています。毎月1回監査役会
を開催し、監査に関する重要事項についての協議ならびに情
報交換を行っています。また、各監査役は取締役会に、常勤
監査役は執行役員会等、他の重要な会議にも参加し、取締役
の職務執行や執行役員会の業務遂行を監視しています。

指名・報酬諮問委員会
当社は、取締役の指名・報酬等に関する手続きの透明性・
客観性を確保し、コーポレート・ガバナンス体制を一層充実

させるため、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬諮
問委員会を設置しています。同委員会は社外監査役を委員
長として、委員長を含め、監査役4名（うち、社外監査役3
名）、社外取締役3名で構成されており、取締役・監査役、
執行役員の選任および解任、最高経営責任者の後継者計画、
株主総会に付議する取締役・監査役の報酬限度額、取締役・
執行役員の個人別の報酬額等に関する取締役会からの諮問
に対して、答申を行っています。

コンプライアンス・ガバナンス委員会
健全なコンプライアンス体制および透明性のあるコーポレー
ト・ガバナンス体制のさらなる整備・運用・評価の維持向上
を図るため、取締役会の任意の諮問機関として、コンプライ
アンス・ガバナンス委員会を設置しています。同委員会は社
外取締役を委員長として、委員長を含め、取締役5名（うち、
社外取締役3名）、監査役4名（うち、社外監査役3名）で構
成されており、コンプライアンス・ガバナンス推進に係る基本
方針の策定や事案発生時の対応策・改善策の策定および該
当部門等への改善勧告等について、取締役会からの諮問に
対して、答申を行っています。

（2025年3月31日現在）

株 主 総 会

会
計
監
査
人

監
査
役
・
監
査
役
会

指名・報酬�
諮問委員会

顧問弁護士

取締役・取締役会

代表取締役内部監査室

執行役員会

当社およびグループ各社の業務執行部門

選任・解任選任・�
解任

選任・�
解任

諮問

答申

選定・解任

諮問

監査

連携

連携

連携

監査

指示

相談
連携

監査

連携

監督

報告

報告

報告

助言

コンプライアンス・�
ガバナンス委員会

諮問

答申

当社グループは、長期方針の１つに「経営人財の創出」を掲げており、その実現に向けた取り組みとして、次世代の
経営者候補の育成を目的とした「ジュニアボード制度」を実施しています。ジュニアボードは、当社グループの経営
陣や外部の企業経営者を招いての座学、グループワークや当社グループ内の各事業の分析など、経営人財の育成を
テーマとした各種施策で構成されています。
　また、疑似的な経営委員会を設置し、CLグループの経営改善をテーマに、経営課題の抽出、解決策立案、実行お
よび検証までの一連のサイクルを回しており、参加メンバーが経営改善の経験を積める貴重な場となっています。

ジュニアボードでの内川さんの講義を通じて、自分の軸を持って仕事をすることの大切さを改
めて考えさせられました。私の現在の軸は、『CLグループの潤滑油』になることです。仕事
は決して1人では完結せず、様々な人が関わり、協力し合うことで初めて成功するものだと感
じています。だからこそ、自分がいることで仲間が協力し合い、気持ちよく仕事を進められる、
そんな潤滑油的存在になりたいと考えています。
　ジュニアボードの目的でもある“経営人財になること”はもちろん、私の軸である『CLグルー
プの潤滑油』となれるように、ジュニアボードでの学びや経験を活かしていきたいと思います。
CLグループの皆が愉しく・気持ちよく仕事ができたら嬉しいですし、何よりこの会社で働くこ
とが好きな人が増えていけば最高です。
　そのために、ジュニアボードメンバーとして主体的に動き、まずは自分自身が実践し、体現し
ていきます。

私は、「CLグループの新規事業の創出」を課題としてジュニアボードに取り組んでいます。普
段は経営管理業務に従事しているため、通常とは違う視点が求められ、とても刺激的です。
　ジュニアボードへの参加を通じて、これまで事業サイドのことを深く考える機会がいかに少な
かったか、事業理解を深めることがいかに重要かを痛感しています。
　また、高い視座を持つことの重要性も改めて感じました。“経営者視点”を急に持つことは
難しく、当然時間がかかりますので、私は2つ上のレイヤーの視点を意識することから始めてい
きます。こうした一歩一歩の積み重ねにより、徐々に視座が上がり、最終的には経営者視点を
持つことにつながると考えています。
　私の持つスキルや強みに加え、グループの事業理解を深めると同時に、事業サイドの視点を
持ち、課題感を理解することで、初めて会社全体を見渡して考えることができますし、そういっ
た人財になりたいと思います。

CLグループ全体の潤滑油に

CLグループを支える柱に

ジュニアボードを通じて、自分たちでグループ全社の変革に挑戦しているところですが、その
難しさを日々実感しています。
　グループ内の各所と連携を図り、多くの人を巻き込みながら推進していくことが重要で、グ
ループシナジーを生み出すために、全体に横串を通す役割を担うことが、ジュニアボードの価
値の1つだと考えています。
　ある回の講義で、内川さんが「喉が渇いていない人に、いくら水を与えても意味がない」と
いうお話をされました。私たちジュニアボードメンバーがCLグループの代表という意識で、意
欲と覚悟を持って、主体的・能動的に学ぶ姿勢を常に大事にしていきたいと思います。
　課題への取り組みにおいては、一筋縄ではいかないことばかりですが、ジュニアボードに参
加して良かったと思えるよう、またこの経験を活かして、今後さらにCLグループに貢献できる
ように、精一杯頑張ります。

グループ全体を巻き込むリーダーシップ

ピックアップ

株式会社レッグス

K.K.

株式会社CLホールディングス

S.T.

株式会社CDG

A.I.
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具体的な取り組み

2024年度の改善点と継続課題

当社グループは経営理念に「健全な事業活動を通じて、社会
の進歩発展に貢献し続けます。」と定めているように、コンプ
ライアンス遵守は企業活動を行う上で必須であり、経営の健
全性を保つことが長期的な企業価値の向上に不可欠であると
認識しています。
　理念教育・フィロソフィ学習会を基本とした各種教育の推進
により社員1人ひとりのインテグリティ向上を図るとともに、社
外取締役を中心に構成するコンプライアンス・ガバナンス委

員会を設置し、各種方針・制度の策定・見直し、事案発生時
の対応策・改善策の策定や、不祥事等の未然防止・再発防止
に向けたコンプライアンス施策の検討と実施および実施状況の
モニタリングなどを行っております。
　また、取締役全員を含む全従業者を対象としたコンプライア
ンス研修を継続的に実施するなど、倫理的な面（個人）と仕
組み（組織）のふたつの側面からコンプライアンスの強化に取
り組んでいます。

取締役会のスキル・マトリックス

コーポレート・ガバナンス

コンプライアンス

氏名
当社が求める専門性のうち、特に活かすことができるスキル

経営 財務・ 
会計

法律・ 
ガバナンス

人事・ 
人財開発

ESG・ 
SDGs 海外 営業・ 

マーケティング
生産技術・ 
品質管理 DX・IT コンテンツ 

ビジネス
新規事業 

開拓

取締役

内川 淳一郎 ● ● ● ● ● ●

米山 誠 ● ● ● ● ● ●

山下 聡 ● ● ● ● ● ●

小西 秀央 ● ● ● ● ● ●

石村 満 ● ● ● ● ● ●

松原 靖広 ● ● ● ●

園部 洋士� 社外 独立 ● ● ● ●

渡辺 尚� 社外 独立 ● ● ● ● ●

安田 幸代� 社外 独立 ● ● ● ● ● ●

監査役

楠田 肇 ● ● ● ●

大坪 教光� 社外 独立 ● ● ● ●

曲渕 博史� 社外 独立 ● ● ● ●

小林 元夫� 社外 独立 ● ● ● ●

取締役会の実効性評価
当社は、取締役会の実効性を継続的に高めるために、取締
役会に参加する全役員（取締役および監査役）を対象に、第
三者機関によるアンケート方式の分析および評価を実施して

います。取締役会は、その結果について報告を受けた上で、
取締役会全体の実効性に関する今後の課題について議論を
行っています。

役員報酬制度
当社の役員報酬制度は、中長期的な企業価値向上ならびに
経営目標の達成と役員報酬等が連動することを基本方針とし
て定めています。取締役の報酬は、固定報酬である月額報酬
と、業績連動報酬である賞与、譲渡制限付株式およびストック
オプションで構成されており、①固定報酬と②業績連動報酬
は、それぞれ独立した基準で決定しています。

① �固定報酬
固定報酬である月額報酬については、社会情勢や当社の事業
環境、同業他社の水準等を考慮の上、役位、職責に応じて決
定しています。取締役会では役位・職責で報酬額が定められ
る報酬テーブルを策定しており、それに基づく報酬案について

指名・報酬諮問委員会が諮問を受け、委員会が外部機関等に
よる役員報酬調査データを取り入れ、その妥当性を検証し、答
申しています。

② �業績連動報酬
業績連動報酬である賞与および譲渡制限付株式ならびにス
トックオプションについては、業績への連動性をより明確にし、
業績の向上と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的
として、会社業績や各取締役の経営への貢献度に応じて決定
します。具体的には、EBITDAおよび営業利益の対前年成
長率に応じて支給総額を決定しています。

株主・投資家との建設的な対話に関する方針
当社グループでは、国内外の投資家、株主との間で建設的な
対話を促進するため、代表取締役社長が中心となって、担当
取締役、IR担当部門、経理、財務、法務や総務などの関連部
署と密接に連携しつつ、IR活動を行っています。投資家から
の取材等を積極的に受け付けるとともに、年２回の決算説明

会や年1回の統合報告書の発行のほか、適時投資家への事業
説明を行っています。株主・投資家からの貴重なご意見は、
経営陣幹部および取締役会に対して適時に報告しており、経
営の改善に役立てています。

役員へのトレーニング
社内の取締役・監査役に対しては、就任の際に取締役・監
査役として求められる役割と責務を十分に理解するために、
エグゼクティブ・コーチングなど外部研修等の機会を提供し、

その費用支援を行っています。また、社外を含む個々の取締
役・監査役が自主的に研修やトレーニングを受ける場合には、
その費用支援を行うこととしています。

取締役および監査役の報酬等の額（2024年度）

役員区分 報酬等の総額 
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等 譲渡制限付株式報酬

取締役 
（うち社外取締役）

73,761 
（20,808）

70,410 
（20,808）

－ 
（－）

2,184 
（－）

1,167 
（－）

８ 
（３）

監査役 
（うち社外監査役）

20,100 
（9,600）

20,100 
（9,600）

－ 
（－）

－ 
（－）

－ 
（－）

３ 
（２）

※1：�非金銭報酬等として、取締役に対しストックオプションとしての新株予約権を付与しています。
※2：�譲渡制限付株式報酬として、取締役（社外取締役を除きます。）に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、中長期的な企業価値向上に向けた取

り組みや株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的に、譲渡制限付株式を割当てています。

改善がみられた点
1. 独立社外取締役の十分な確保及び有効活用
2. 取締役会における審議の活性化・多角的な検討の実施
3. 代表取締役の選解任に関する議論とその取り組み

継続課題の項目
1. 社外役員とその他の役員との間の情報格差とその改善
2. 社外役員間のコミュニケーションの活性化
3. サステナビリティや無形資産についての議論とその取り組み

評価が分かれた点 1. リスク管理・コンプライアンス体制の充実化への取り組み
2. 社外役員への事前説明の充実化への取り組み

理念教育
経営理念やＣＬフィロソフィを共有することで、理念をベースとした人間性の成長を促すとともに、経営者視点で仕事に取
り組む力を育成することを目的とし、社長自らが講師となってグループ全社員を対象に実施しています。理念やフィロソ
フィを学び、皆の日々の行動に落とし込むことで、社員のベクトルを合わせ、その結果、社員1人ひとりの自己実現と、会
社の目標達成につながることを目指しています。

フィロソフィ学習会
経営理念やＣＬフィロソフィについて理解を深め、日々の行動につなげるために、輪読し、議論するミーティングを組織単
位で定期的に実施しています。社員各々が理念やフィロソフィを語れるようになることで、グループの考え方や哲学が組
織の隅々まで行きわたり、企業カルチャーの醸成につながっていきます。

コンプライアンス教育
コンプライアンスに関する基本的な知識に加え、日常業務で直面する法令（景品表示法、下請法、商標権・著作権などの
知的財産権）に関しての理解を深めるために、取締役を含む全従業者を対象として、eラーニングなどによる研修を継続
的に実施しています。

内部通報制度
取締役を含む全従業者を対象として、組織的または個人的な法令違反、不正行為の防止および早期発見、自浄プロセスの
機動性の向上等を図ることを目的として内部通報制度運用規程を定めています。通報者が不当な扱いを受けることがな
いよう、常勤監査役または社外弁護士を窓口とする適切な報告体制を確保しています。
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JAL再建から得た経験
米山　2010年に、日本航空株式会社（JAL）の再建のため、
京セラ株式会社創業者の稲盛和夫さんがJALの会長に就任し
たと同時に、当時京セラのグループ会社の取締役であった私も
JALの経営管理本部長として出向しました。その時の経営企画
本部長が来栖さんで、アメーバ経営の導入など再建に向けた取
り組みに、共に尽力していただきました。
来栖　私は 、2010年に経営企画本部長、2011年からグルー
プ管理を担う関係会社支援本部長を務め、米山さんと再建に向
けた取り組みを推進していました。その初めの頃、米山さんに言
われた「月次決算をもっと早く出さねばならない」という言葉が、
今でも特に印象に残っています。当時のJALは、正確性を重視す
るあまり、締めてから2カ月半ほどかけて路線別の収支データを
作成していました。しかし、米山さんからは「10日間前後で実績
を出してほしい」と言われ、内心、実現できるだろうか…と思った
ことを覚えています。ただ、実際のところ、2か月半後に正確な路
線別の収支を見ても、既に経営状況は変化しているため、経営判
断にうまく使えていなかったことから、いくら正確に算出しても遅
くては意味がない、仮に正確性が100%でないとしても、経営判
断に使える数字を迅速に出すことのほうがよほど重要であるとい
うことに気付きました。そのほかにも、会社の業績や見通し数字
のほぼすべてを社員にオープンにする方針にも驚きました。それ

までは、経営層を中心に数字を共有していましたが、社員全員が
自ら行動を変えていくためには、数字の共有が不可欠という考え
に納得できました。実際にあの時、JALの現場で社員自らが考
え、行動し、改善が生まれたことは、このおかげだと思っています。
米山　JALでは経営破綻後に部門別採算制度を導入し、路線
別収支の概要を含めた毎月の決算データを全社員にオープン
にすることで、社員1人ひとりが経済的規律を持ち、1円でも
多く利益を出すために考えて行動するようになりました。一方
で、JALが経営破綻後に最初に取り組んだことは、「JALフィ
ロソフィ」の制定です。企業のガバナンスは、先ほどの経済的
規律とともに、理念に基づく精神的規律の2本立てとすること
が大切です。「JALフィロソフィ」の制定により、企業理念を
社員1人ひとりに浸透させ、共通する精神的規律を持たせるこ
とができたと思います。ＣＬグループでも、2022年にＣＬフィ
ロソフィを制定しました。
来栖　私もＣＬフィロソフィを読ませていただきましたが、全社
員がこの素晴らしい文化を良い事業へとつなげられるよう、醸
成していくことが大切だと思っています。JALでも、再建に取
り組むため、社員の意識を同じ方向へ向けることが一番大切だ
と感じました。全社員がさまざまな工夫を重ねたことで気持ち
が1つとなり、再建に結びついたと思っています。

ＣＬグループのサステナビリティの取り組み
米山　CSRに対する意識が高まる中、DE&I等への取り組みが
重視されてきていると思いますが、私は、サステナビリティにお

ける「環境」とは、人も含めた環境だと考えています。その点、
ＣＬグループでは、理念教育やＣＬフィロソフィ学習会を中心に、

各種教育・研修制度の充実を図っており、人財育成に対して積
極的に取り組んでいます。先ほどお話したとおり、社員1人ひ
とりに経済的規律と精神的規律を持たせることも重要だと思っ
ています。
来栖　サステナビリティの観点では、業界ごとに異なる課題も
存在します。例えば、航空業界ではCO2排出が大きな問題と
なっています。人の移動が伴う以上、CO2排出を完全にゼロに
することは難しいのが現状です。飛行機の輸送自体を抑えるた
め、運賃を高くして利用者を減らすといった解決方法も考えら
れますが、代替手段の不足や、利用が富裕層などの一部の人に
限定されてしまうことによる社会不平等性の拡大などの別の懸
念も発生します。限られた資源を、いかにして真に必要とする
人に届けるかという視点も、サステナビリティの実現には欠かせ
ないと考えています。

米山　サステナビリティの観点で、ＣＬグループのビジネスにお
ける大きな取り組みの1つは、物販商品の廃棄在庫削減です。
必要なものを必要なだけ作り、いかにして廃棄在庫を少なくす
るか、ここに対してデータ等を活用した取り組みを推進していま
す。また、「環境方針」を定め、電力、紙やごみの削減といっ
た継続的なエネルギーの有効活用にも取り組んでいます。ＣＬ
グループでは、2023年に「ＣＬホールディングス　サステナビ
リティ方針」を制定しました。それに伴ってサステナビリティ専
担の執行役員を選任し、サステナビリティ推進室を設置するこ
とで、具体的な施策に取り組んでいます。また、資源やエネル
ギーの問題だけでなく、気候変動や生物多様性に関しても重要
な課題と感じています。今後は、それらの問題に関しても、情
報やデータの収集・分析を行い、当社グループの事業活動や収
益への影響を把握していきたいと考えています。

企業価値向上のためのグループガバナンスと理念型経営
米山　企業価値向上には、ビジネスモデルももちろん大切です
が、最も重要なことはそこで働く人や企業文化だと思います。
社員は、常に先輩社員の後ろ姿を見て育ちます。グループの
リーダーは、社員全員に後ろ姿を見られていることを意識しな
ければなりません。これは社長だけの話ではなく、新入社員は
２年目の社員の後ろ姿を見て育つでしょうし、皆が意識する必要
があります。まさに、この姿勢こそが企業文化を構成する要素
の1つであり、その上にさまざまな事業が成り立ち、企業価値の
向上につながると思っています。だからこそＣＬグループは、人
財育成に多くの時間をかけているわけです。
来栖　私も同感です。リーダーとは社長や経営者だけを指すも
のではなく、まさに「アメーバ」のリーダー、つまり課長や係長
など少人数の組織におけるリーダーシップを指しています。強
い組織は、ピラミッドの頂点である社長のリーダーシップだけで
なく、その裾野に広がるたくさんのリーダーたちが同じ方向・
目標に向かい力を合わせていくことで成り立ちます。リーダー
を中心に社員全員が同じ方向を向いているということが、より
良い文化の醸成や企業価値向上には必要です。またグループ
ガバナンスというと、どうしても本社が中心となり、各子会社と
の支配・非支配の関係性のイメージがあるでしょうが、決して

そうではありません。グループ各社が独立して自律的に考え、
事業活動を推進していくことが重要です。もちろん、本社が中
心となる中央集権型と比較すると時間と労力はかかりますが、
決してその労力を惜しんではいけません。企業価値向上のため
には、より良い企業文化の醸成と、社員や企業の自律こそが大
切だと思います。
米山　ＣＬフィロソフィをグループ共通の行動指針として社員
1人ひとりに浸透させ、考え方やインテグリティが向上すると、
仕組みとしてのグループガバナンスが機能し始めます。ただ、
仕組みが整っても、安易に利益の上がらない事業に流れては企
業として成り立たなくなりますから、先にお話しした経済的規律
も重要です。そのような中で、どうすれば精神的規律と経済的
規律がバランスよくしっかりと企業に根付くのか、そもそも価値
ある企業になるとは何を指しているのかを考え続けていくこと
が大切だと感じています。

米山 誠 　 来栖 茂実氏 桜美林大学ビジネスマネジメント学群
アビエーションマネジメント学類長

株式会社ＣＬホールディングス�
取締役

コーポレート・ガバナンス

桜美林大学アビエーションマネジメント学類長。1978
年日本航空株式会社入社。2009年株式会社ジャル
エクスプレス代表取締役社長、2010年日本航空執行
役員経営企画本部長、2011年同社常務執行役員関
係会社支援本部長、2014年同社常務執行役員経営
管理本部長、2015年株式会社JALUX代表取締役
副社長を経て、2020年より現職。航空輸送を構成
するシステム全般の特長を、理論的側面ばかりでなく
実務面からの視点を交えて指導している。

来
くるす

栖 茂
しげみ

実氏
株式会社ＣＬホールディングス取締役、株式会社レッグ
ス取締役、株式会社ＣＤＧ取締役。1980年京都セラ
ミツク株式会社（現京セラ株式会社）入社。京セラコ
ミュニケーションシステム株式会社取締役を経て、経営
破綻した日本航空株式会社に出向し、2010年12月に
同社執行役員経営管理本部長、2012年4月に同社常
務執行役員経営管理本部長に就任。2016年レッグス
入社。現在、ＣＬホールディングス、レッグスおよびＣＤＧ
の取締役を務め、おもに経営管理を管掌している。

米
よねやま

山 誠
まこと

対談：企業価値創出のためのグループガバナンスとサステナビリティとは
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取締役・監査役

取締役・監査役

執行役員

内
うちかわ

川 淳
じゅんいちろう

一郎� 代表取締役社長
1988年  3月	 �当社設立 代表取締役
1991年  3月	 �株式会社エスアイピー（現株式会社リート）設立  代表取締役
1994年  2月	 �当社代表取締役社長（現任）
2009年  7月	 �株式会社エム・アンド・アイ取締役
2014年  7月	 �俺の株式会社社外取締役
2016年  2月	 �株式会社ジェイユー取締役（現任）
2017年  5月	 �一般社団法人アジア経営者連合会監事（現任）
2020年  7月	 �睿恪斯（上海）貿易有限公司董事長（現任）
2020年  7月	 �睿恪斯（上海）文化創意有限公司董事長（現任）
2021年  6月	 �株式会社CDG代表取締役会長（現任）
2021年  8月	 �株式会社レッグス設立 代表取締役社長
2021年  9月	 �睿恪斯（深圳）貿易有限公司董事長（現任）
2023年  1月	 �株式会社レッグス代表取締役会長（現任）

米
よねやま

山 誠
まこと

� 取締役
1980年  3月	 �京都セラミツク株式会社（現京セラ株式会社）入社
2008年  4月	 �京セラミタジャパン株式会社（現京セラドキュメント ソリューションズジャパン株式

会社）常務取締役
2012年  4月	 �日本航空株式会社常務執行役員経営管理本部長
2015年  4月	 �京セラコミュニケーションシステム株式会社 専務取締役管理本部長
2016年  3月	 �当社入社
2017年  3月	 �株式会社エスアイピー（現株式会社リート）代表取締役
2020年  6月	 �株式会社CDG取締役（現任）
2020年  7月	 �睿恪斯（上海）貿易有限公司董事（現任）
2020年  7月	 �睿恪斯（上海）文化創意有限公司董事（現任）
2021年  9月	 �睿恪斯（深圳）貿易有限公司董事（現任）
2022年  3月	 �当社取締役経営管理担当（現任）
2022年  3月	 �株式会社レッグス取締役経営管理担当（現任）
2025年  1月	 �株式会社岐阜クリエート取締役（現任）

山
やました

下 聡
さとし

� 取締役
2002年  4月	 �当社入社
2020年  7月	 �睿恪斯（上海）貿易有限公司董事
2020年  7月	 �睿恪斯（上海）文化創意有限公司董事
2022年  1月	 �当社取締役（現任）
2023年  1月	 �株式会社レッグス代表取締役社長（現任）
2023年10月	 �株式会社エルココ代表取締役社長

小
こにし

西 秀
ひでお

央� 取締役
1996年  4月	 �株式会社CDG入社
2019年  4月	 �株式会社CDG代表取締役社長（現任）
2021年  3月	 �当社取締役（現任）
2024年  2月	 �株式会社岐阜クリエート取締役（現任）

石
いしむら

村 満
みつる

� 取締役
1983年  4月	 �株式会社東京銀行（現株式会社三菱UFJ銀行）入社 東銀リース株式会社国際部
1988年  1月	 �パリバキャピタルマーケッツ（現BNPパリバ証券株式会社）入社
2000年  4月	 �HSBC証券会社投資銀行部門管掌常務取締役
2013年  5月	 �NPO法人証券学習協会専務理事（現任）
2015年  6月	 �株式会社マルハン社外取締役
2016年  4月	 �SATHAPANA BANK PLC.独立社外取締役
2019年  1月	 �カニエJAPAN株式会社顧問（現任）
2021年  3月	 �当社取締役（現任）
2022年  6月	 �合同会社ESG顧問（現任）

松
まつばら

原 靖
やすひろ

広� 取締役
1982年  4月	 �株式会社電通（現株式会社電通グループ）入社
2013年  4月	 �株式会社電通 プロモーション事業局長
2014年  6月	 �株式会社電通テック（現株式会社電通プロモーションプラス）代表取締役社長執行役員
2020年  7月	 �日本プロモーショナル・マーケティング協会理事長
2025年  3月	 当社社外取締役（現任）

園
そのべ

部 洋
ひろし

士� 社外取締役
1992年  4月	 �最高裁判所司法研修所入所
1994年  4月	 �須田清法律事務所入所
2001年10月	 �林・園部・藤ヶ崎法律事務所（現至高法律事務所）開設 代表弁護士（現任）
2016年  3月	 �株式会社パルテック社外取締役
2016年  3月	 �日本管理センター株式会社社外取締役（監査等委員）
2016年  6月	 �東京鐵鋼株式会社社外取締役（監査等委員）（現任）
2017年  3月	 �当社社外取締役（現任）
2022年  6月	 �株式会社ケアサービス社外取締役（現任）

渡
わたなべ

辺 尚
たかし

� 社外取締役
1989年  4月	 �株式会社テンポラリーセンター（現株式会社パソナ）入社
1997年  4月	 �株式会社パソナキャリアアセット（現株式会社パソナ） 代表取締役社長
2018年  8月	 �株式会社パソナグループ副社長執行役員
2022年  3月	 �当社社外取締役（現任）
2022年  3月	 �株式会社CARTA HOLDINGS社外取締役（現任）
2022年12月	 �株式会社フリーダムワン設立 代表取締役社長（現任）
2024年  5月	 株式会社クリーク・アンド・リバー社社外取締役（現任）

谷
たに

 丈
じょうたろう

太朗� 執行役員

株式会社エルティーアール 代表取締役 兼務
睿恪斯（上海）文化創意有限公司 董事 兼務 
睿恪斯（上海）貿易有限公司 董事 兼務

市
いちかわ

川 清
きよゆき

之� 執行役員

株式会社ＣＤＧ 取締役 兼務

野
のだ

田 直
なおき

樹� 執行役員

株式会社リート 代表取締役 兼務 
株式会社エルティ－アール 取締役 兼務 
株式会社エルココ 取締役 兼務

古
ふるせ

瀬 康
やすひろ

弘� 執行役員

睿恪斯（深圳）貿易有限公司 董事 兼務

渡
わたなべ

邉 浩
ひろあき

章� 執行役員 上
うえの

野 雅
まさや

也� 執行役員 高
たかはし

橋 みわ� 執行役員 磯
いそだ

田 雄
たけと

人� 執行役員

桑
くわた

田 剛
ごう

� 執行役員 西
にしじま

島 賢
さとし

� 執行役員

株式会社エルココ 代表取締役 兼務

佐
さとう

藤 要
かなめ

� 執行役員 安
やすじま

島 秀
ひでゆき

幸� 執行役員

安
やすだ

田 幸
さちよ

代� 社外取締役
1992年  4月	 �株式会社リクルート（現株式会社リクルートホールディングス）入社
2014年  4月	 �株式会社リクルートキャリア（現株式会社リクルート） 新卒事業統括部執行役員
2019年  5月	 �株式会社エクサウィザーズ入社 執行役員
2021年  5月	 �株式会社エクサウィザーズはたらくAI&DX研究所 所長
2022年  3月	 �当社社外取締役（現任）
2022年11月	 �株式会社LegalOn Technologies事業開発責任者（現任）
2023年  2月	 �新日本製薬株式会社アドバイザー
2023年12月	 �新日本製薬株式会社社外取締役（現任）

楠
くすだ

田 肇
はじめ

� 常勤監査役
1988年  4月	 �当社入社
2012年  3月	 �睿恪斯（深圳）貿易有限公司董事
2014年  3月	 �株式会社エスアイピー（現株式会社リート）代表取締役
2020年  4月	 �株式会社ボンマックス取締役営業副本部長
2021年  3月	 �当社監査役（現任）
2021年  3月	 �株式会社リート監査役（現任）
2021年  8月	 �株式会社レッグス監査役（現任）
2021年  9月	 �睿恪斯（上海）貿易有限公司監事（現任）
2021年  9月	 �睿恪斯（上海）文化創意有限公司監事（現任）
2021年  9月	 �睿恪斯（深圳）貿易有限公司監事（現任）
2022年  6月	 �株式会社CDG監査役（現任）

大
おおつぼ

坪 教
のりみつ

光� 常勤監査役（社外）
1982年  ４月	 和光証券株式会社（現みずほ証券株式会社）入社
1999年  ７月	 和光証券株式会社 商品企画部長 兼 エクイティ部情報室長
2000年  ４月	 新光証券株式会社（現みずほ証券株式会社）エクイティ情報部長
2009年  ４月	 �新光証券株式会社 執行役員営業企画部長、新和証券株式会社 取締役、新光ビジ

ネスサービス株式会社（現みずほ証券ビジネスサービス株式会社）監査役
2009年  ５月	 �みずほ証券株式会社 執行役員営業企画部長
2011年  ４月	 みずほ証券株式会社 執行役員本店営業部長
2013年  １月	 �株式会社みずほ証券リサーチ&コンサルティング（現株式会社日本投資環境研究所）

執行役員コンプライアンスオフィサー企画総務部担当
2015年  ４月	 株式会社みずほ証券リサーチ&コンサルティング 常務執行役員
2017年  ４月	 株式会社日本投資環境研究所 顧問
2017年  ６月	 株式会社ＣＤＧ 常勤監査役（現任）
2017年  ６月	 株式会社岐阜クリエート 監査役（現任）
2017年  ６月	 株式会社ゴールドボンド（現株式会社ジーブリッジ） 監査役
2025年  3月	 当社常勤監査役（現任）

曲
まがりぶち

渕 博
ひろし

史� 社外監査役
1984年  4月	 �新光電気工業株式会社入社
1992年  9月	 �三尾公認会計士事務所入所
1995年12月	 �曲渕博史税理士事務所開設 代表（現任）
2008年12月	 �株式会社グローバルパワー社外監査役（現任）
2009年  5月	 �甲府倉庫株式会社社外監査役（現任）
2014年  3月	 �当社社外監査役（現任）
2015年  6月	 �幼児活動研究会株式会社社外監査役（現任）

小
こばやし

林 元
もとお

夫� 社外監査役
1978年  4月	 �京都セラミツク株式会社（現京セラ株式会社）入社
2008年  4月	 �京セラコミュニケーションシステム株式会社 代表取締役社長
2015年12月	 �京セラコミュニケーションシステム株式会社 代表取締役会長退任
2018年  3月	 �当社社外監査役（現任）
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株式情報（2024年12月31日現在）

商号 株式会社ＣＬホールディングス

代表者 代表取締役社長　内川 淳一郎

本社所在地 東京都港区南青山二丁目26番1号 D-LIFEPLACE南青山11・12階

設立 1988年3⽉*
* �株式会社ＣＬホールディングスへの商号変更（2022年1⽉1⽇）前の株式会社レッグスの設⽴年⽉

資本金 350百万円

事業内容 グループ経営管理に関する事業等

決算日 12月31日

定時株主総会 3月

発行可能株式総数 39,200,000株

発行済株式の総数 11,552,731株�
（自己株式651,606株を含む）

株主数 8,329名

上場証券取引所 東京証券取引所スタンダード市場

株式売買単位 100株

株式会社レッグス プロモーションサービスおよびエンターテインメントビジネスの企画・開発・プロデュース

株式会社リート プロモーションサービスの企画・開発・実施

睿恪斯（上海）文化創意有限公司 エンターテインメント事業のプロデュース、新規事業構築サポート

睿恪斯（上海）貿易有限公司 各種キャンペーンの企画・実施、プレミアム商品・OEM商品の企画開発・製造・販売

睿恪斯（深圳）貿易有限公司 各種グッズ・OEM商品の品質管理・生産管理、中国国内向け商品企画・販売

株式会社CDG マーケティング・コミュニケーションサービスの提供
プロモーションサービスの企画立案・実施
顧客の営業活動全般におけるソリューションの立案・実施

株式会社エルココ フィギュア・ぬいぐるみを含む雑貨商品の企画・開発、製造・販売

株式会社エルティーアール テーマカフェの企画プロデュースおよび店舗開発、運営

大株主（上位10位） 持株数 持株比率（%）

1 株式会社ジェイユー 4,321,200 39.64
2 ＣＬホールディングス従業員持株会 742,100 6.81
3 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 457,500 4.20
4 内川 淳一郎 300,040 2.75
5 ＳＭＢＣ日興証券株式会社 268,200 2.46
6 甲府倉庫株式会社 224,000 2.05
7 椛澤 紀夫 213,000 1.95
8 長谷川 雅志 116,300 1.07
9 ゴールドマン・サックス証券株式会社 78,600 0.72
10 小林 寿一 60,900 0.56

※ 当社は、自己株式651,606株を所有しています。�
※ 株式会社ジェイユーは、当社代表取締役社長内川淳一郎の親族が保有する資産管理会社です。

用語 意味

IP Intellectual Propertyの略語で、知的財産のこと。

コンテンツ アニメ・ゲーム・映画・キャラクター・アーティスト等のこと。

エクス・テインメント 「エクスペリエンス」と「エンターテインメント」を掛け合わせた造語で、エンタメ顧客体験価値のこと。

PMDサービス プロモーション＆マーチャンダイジングサービスの略語で、販促と物販を掛け合わせたサービスのこと。

BPOサービス 自社の業務プロセスを外部の専門業者に外部委託するサービスのこと。�
（BPOはBusiness Process Outsourcingの略語）

テーマカフェサービス IPコンテンツを活用したカフェ空間、オリジナルメニューや限定グッズなどを通じて体験価値を提供するサービスのこと。

催事物販サービス IPコンテンツを活用した装飾等を用いて催事を企画するとともに、限定グッズの物販を行うサービスのこと。

ODMサービス 委託元設計のもと、委託元のブランドとして製品を生産するサービスのこと。�
（ODMはOriginal Design Manufacturingの略語）

OEMサービス 委託者のブランドで製品を生産するサービスのこと。（OEMはOriginal Equipment Manufacturingの略語）

プラットフォーム 流通等のクライアントが展開している国内外に広がる店舗（売り場）網のこと。

IPDB IPコンテンツの需要予測およびIPコンテンツを活用した物販売上を予測するシステムのこと。

用語解説

真正性表明

大株主

株式の状況

主な事業子会社

所有者別状況

※ 単元未満株式103,931株を除く

■ 金融機関 
530,100�
4.63%

■ 金融商品取引業者 
491,200�
4.29%

■ その他国内法人 
4,637,900�
40.51% 

個人・その他 ■ 
（自己株式含む） 
5,509,500�

48.12% 

外国法人等  ■
（外国個人含む） 

280,100�
2.45%

会社概要

対象期間  �2024年度（2024年1月1日～12月31日）�
（ただし、必要に応じて当期間の前後についても言及しています）

発行時期  2025年4月

参考にしたガイドラインなど�
IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」

編集方針
本報告書では、株主・投資家をはじめとする幅広いステークホルダーの皆様を対象に、
当社グループが標榜する理念型経営やエクス・テインメントビジネスをはじめとした当
社グループの中長期的な企業価値向上に向けた取り組みについて、財務・非財務情
報を用いて、対談等も交えながら、分かりやすくお伝えすることを目的としています。

ＣＬホールディングスは、経営理念の実現と持続的な企業価値の向上を目指し、株主・投資家をはじめとする
ステークホルダーの皆様とのコミュニケーションツールとして、2021年度より統合報告書を毎年発行しています。
　「Integrated Report 2025」では、当社グループの存在意義である「経営理念」と行動指針である
「ＣＬフィロソフィ」を根幹に据え、マテリアリティ、価値創造プロセス、グループシナジーの最大化に向けた
中長期戦略やサステナビリティに関する取り組みを記載しています。特に、昨年度に完全子会社化したＣＤＧ
との統合によるグループシナジーの最大化を軸に、収益力の強化に向けた重点ポイントを定めるとともに、グ
ループとしてマテリアリティを再設定しました。
　本報告書は、経営企画室が中心となり経営陣や関連部門と議論を重ねて制作しました。その過程が正当
なものであり、記載内容が正確であることを表明します。
　当社グループが世代を超えて進化し、社会から必要とされるためには、ステークホルダーの皆様との対話
が欠かせません。ご一読のうえ、忌憚のないご意見・ご要望をいただければ幸いです。

将来の見通しに関する注意事項
本報告書には当社の将来の計画や戦略､業績に関する記述が含まれていますが､これ
らの記述は過去の事実ではなく､当社グループが現時点で入手可能な情報に基づい
た会社の判断によるものです。実際の将来の業績は､経済動向や業界の競争激化､為
替レート、税制や諸制度に影響される可能性があります。このような事由により､これ
らの見通しは潜在的なリスクや不確実性を含んでいますことをご承知おきください。

WEB情報
WEBサイトでは、「IR INFORMATION」や「GROUP SUSTAINABILITY」
など、ＣＬグループの様々な情報を掲載しています。本報告書と併せてご覧ください。

https://www.clholdings.co.jp

取締役
経営管理担当

米山 誠
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